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令和３年度厚生労働省科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

(総括)研究報告書 

就労系障害福祉サービス事業所におけるテレワークによる就労の推進のための研究                     

（21GC1017）  

国内の企業においてテレワークで働く障害者の現状に関する研究 

 

研究代表者 山口 明日香  高松大学・発達科学部学部 

【研究要旨】 
 本研究では，新型コロナ禍に伴う社会変化の中で，企業で働いている障害者の働き方の実態とテレワークによ

る勤務の現状を把握するために，全国の 1100 社の企業を対象にオンライン調査を実施した。結果，コロナ禍によ

って，それまで障害者雇用で雇用されていた従業員がテレワークで勤務している実態があることが確認された。ま

たテレワーク勤務している者の従事する業務としては，資料作成・文書作成に係る業務（15.9％）が最も多く，

事務に関連する軽作業，経理・会計に係る業務，ローデーター入力及び修正に係る業務，営業支援やスケジ

ュール調整に係る業務などが高い割合を占めていた。またシステム開発・ソフト開発やプログラミングや AI

関連データ処理・データベース作成に関わる業務などデータワーク産業に関連する業務も一定数あることが

明らかになった。 

 

 
A.研究目的 

テレワークは新型コロナウィルス禍（コ

ロナ禍）によって、社会機能維持として推

奨され、その実効性が実証されたと共に新

たな課題とその可能性が認識されている。

障害のある当事者及び企業ともに働き方の

１つとしてテレワークによる就労に高い期

待があることが報告されている（小林，

2021）。障害者のテレワークによる就労の

実現で解決できる課題には、災害時の社会

機能の維持、労働者の多様なニーズへの対

応、業務の効率化、通勤等の課題解決、環

境の負担軽減など多岐にわたる。コロナ禍

以前から、地方は公共交通機関の衰退や過

疎化の影響から、通勤困難により障害者の

就労の場が確保できない現象が顕在化して

いる。一方で Society5.0 を迎え、AI を支

えるデータワーク産業の深刻な人材不足の

解決の方策の１つとして就労系障害福祉サ

ービス事業所(以下、事業所)でこの領域に

特化した人材育成に着手した実践が報告さ

れてきている（パーソルチャレンジド，

2021；梅木，2021）。  

障害者雇用に特化した求人サイト duda

に掲載された 2021 年 10 月テレワーク求人

数は，2020 年 10 月比で約 3.2 倍となって

おり，応募数も約 1.9 倍となっている(パ

ーソル，2022)現状が明らかになってい

る。 

テレワークによる就労支援において全国

の事業所のノウハウや実践知の蓄積を形式

知としてこれからテレワークによる就労へ

着手する事業所と共有することは、様々な

地域で多様な就労支援ニーズに事業所が適

切に対応できるかの鍵となる。障害者雇用

において、ICT を活用したテレワークによる

就労は、新たな職域拡大であり、時代変化に

事業所や支援者がどう対応できるか、その

課題解決方策の共有と普及啓発が重要であ

る。在宅就労支援として実績のある重度身

体障害者の支援方法に加え、特に増加して

いる発達障害者や精神障害者等の支援方法

を構築し、事業所に対して、テレワークによ

る就労を実現するための支援マニュアルの

普及を図ることは、当事者の多様な就労ニ
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ーズに応えるための喫緊の課題となる。本

報告では，企業で雇用されているテレワー

クで働く障害者の実態と就労系障害福祉サ

ービス事業所の支援実態に関して調査した

結果を報告する。 

B.研究方法 

Ⅰ．企業で働く障害者のテレワーク勤務の実

態に関する調査 

１．対象者：2021 年 3 月時点の特例子会社

580 社(以下，特例子会社)、求人情報サイト

で「障害者雇用、在宅のキーワード」を検索

し 2021 年 11 月末日時点で求人を出してい

た 280 社(以下，一般企業)、2020 年の障害

者雇用率の上位 250 社(以下，雇用率企業)

の計 1100 社を対象とした。 

２．調査時期：2021 年 12 月 28 日から 2022

年 3 月 11 日とした。郵送法にて依頼文を送

付し，オンラインによって回答を依頼した。 

３．調査内容：2021 年 12 月時点に企業で雇

用されている障害のある従業員のテレワー

クによる勤務の実態に関する項目を設定し

た。具体的な調査項目は添付資料参照のこ

と。 

4．倫理配慮について 

なお本調査の倫理審査については，高松

大学研究倫理審査(高大研倫審 003)の承認

を経て実施した。 

５．分析方法 

 各設問に単純集計を行い、その回答割合

を算出した。 

C.研究結果 

Ⅰ企業で働く障害者のテレワーク勤務の実

態 

１．基礎データ  

 特例子会社 128 社，一般企業 32 社，雇用

率企業 24 社の計 184 社より回答があり，回

収率は 16.7％であった。 

 回答した会社の最も多い設立年数の回答

は１０年以上２０年未満であった（25.0％）。

次いで設立から5年以上10年未満が19.0％

多く，設立から 5年未満が 15.8％であった。

ただし，一般企業と雇用率企業については，

設立から 30 年以上と 50 年以上が最も多い

傾向があり，その会社によって異なる傾向

がみられた。 

 

 回答した会社の主たる事業分野は，サー

ビス業が 35.0％で最も多く，次いでその他，

情報通信業，製造業が多い割合を占めてい

た。 

 

 

 回答した会社 181 社に雇用されている障

害者の総数は，11364 名であり，1 社あたり

の平均雇用人数は 64.8 名（ＳＤ=113.8）で

あった。 

Q 企業の設立年数 特例 一般 雇用率250 全体 割合

設立から5年未満 26 3 0 29 15.8%
設立から5年以上10年未満 29 6 0 35 19.0%
設立から10年以上20年未満 40 6 0 46 25.0%
設立から20年以上30年未満 21 0 1 22 12.0%
設立から30年以上40年未満 8 7 1 16 8.7%
設立から40年以上50年未満 4 2 4 10 5.4%
設立から50年以上 0 7 17 24 13.0%
回答しない 0 1 1 2 1.1%

128 32 24 184

表 1 回答者の設立年数 

図 1 主たる事業分野 

表２ 回答した会社の雇用者数 
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２．障害者雇用のテレワーク実施状況 

 回答者のテレワーク実施状況は，42.4％

が実施していた。以前実施していた会社は

6.5％あった。テレワーク実施期間は，開始

から２年以内が最も多い回答になっていた。

またテレワーク開始の動機としては，「新型

コロナ禍の感染拡大防止のため」が 32.3％

で最も多い動機であり，次いで「通勤困難な

勤務者への負担軽減のため」，「障害のある

従業員の特性や労働環境の改善のため」が

多い割合を占めていた。 

 

 
 

 
３．テレワーク勤務で取り扱っている業務の

傾向 

 回答者の中で最も多く取り扱われていた

業務は「資料作成・文書作成に係る業務

（15.9％）」であり，その他に取り扱ってい

る割合の多い業務では，「事務に関連する軽

作業にあたる業務（9.8％）」「経理・会計に

係る業務（7.9％）」，「ローデーター入力及び

修正に係る業務（7.0％）」「営業支援やスケ

ジュール調整に係る業務（6.1％）」が高い割

合を示していた。 

 

 

 

４．テレワーク勤務している者の採用の経緯 

それぞれの回答群の中で最も多い採用の

経緯は，「以前から雇用していた従業員がテ

レワークになった（64.5％）」であった。 

 

障害者雇用されている人数 総数

総雇用者数 11364

回答会社数 181

1社あたりの平均雇用人数 64.8

SD 113.8

総数 割合

実施している。 78 42.4%

実施していない。 92 50.0%

現時点では実施していないが

実施を検討している。
2 1.1%

以前実施していたが，現在は実

施していない。
12 6.5%

その他 (具体的に) 0 0.0%

184

総数 割合

新型コロナ禍の感染拡大防止

のため
43 32.3%

通勤困難な勤務者への負担軽

減のため
28 21.1%

多様な人材の確保のため 14 10.5%

業務効率の向上のため 8 6.0%

障害のある従業員の特性や労

働環境の改善のため
22 16.5%

従業員からテレワークによる勤

務の希望があったため
10 7.5%

その他 (具体的に) 8 6.0%

回答者数（全数＝63） （複数回答）

総数 割合

経理・会計に係る業務 17 7.9%

給与支給・精算事務に係る業務 12 5.6%

動画・映像・音楽データの加工修正に係る業務 7 3.3%

CAD等設計図作成に係る業務 7 3.3%

Web開発・Webコンテンツ作成に係る業務 9 4.2%

ホームページの保守管理・検査に係る業務 10 4.7%

SNS等を用いた広報に係る業務 3 1.4%

イラスト・印刷物作成に係る業務 9 4.2%

情報照会や与信管理に係る業務 7 3.3%

営業支援やスケジュール調整に係る業務 13 6.1%

顧客対応や問い合わせ対応に係る業務 8 3.7%

資料作成・文書作成に係る業務 34 15.9%

事務に関連する軽作業当たる業務 21 9.8%

ローデータ入力及び修正に係る業務 15 7.0%

AI関連のデータ処理・データベース作成に係る業務 5 2.3%

在庫管理・出入庫管理に係る業務 3 1.4%

研修・教育に係る業務 5 2.3%

ネットワーク・サーバーシステムの管理・監督に係る業務 8 3.7%

システム開発・ソフト開発・プログラミングに係る業務 12 5.6%

機械・端末等の遠隔操作に係る業務 1 0.5%

その他 8 3.7%

回答者総数＝63 （複数回答）

表３ テレワーク勤務の実施状況 

表４ テレワーク勤務導入の動機 

表５ 取り扱っている業務 



4 
 

 
５．企業が障害者支援機関に求めること 

 それぞれの回答群の中で最も多く障害者

支援機関に求めていることは，「障がい者

へのPC等や作業スキルの向上を促す訓練の

充実」であった。 

 

 
 

D.考察 

 本研究の結果から回答者の約 48.9％の企

業は，障害者雇用をしている従業員のテレ

ワーク勤務の実施をしている又は実施の経

験がある企業であった。 

企業で働く障害者のテレワーク勤務の実

態として，既に障害者雇用で勤務していた

障害者がテレワーク勤務に至る事例が多い

傾向であることが伺えた。実際にテレワー

ク勤務に至る動機では，「新型コロナ感染症

への感染拡大防止」を導入動機とする回答

が最も多く，導入期間も２年以内が最も多

い結果であることが明らかになった。これ

は，新型コロナ感染拡大によって，感染拡大

防止を目的とする企業判断の中でテレワー

ク勤務に至っている事例が多い現状がある

ことが伺えた。またこの理由に加えて障害

のある従業員の通勤負担の軽減という視点

や多様な人材の確保といった視点でも導入

に至っていることが明らかになった。 
 実際にテレワーク勤務している業務とし

ては，資料作成・文書作成に係る業務

（15.9％）が最も多く，事務に関連する軽作

業，経理・会計に係る業務，ローデーター入

力及び修正に係る業務，営業支援やスケジ

ュール調整に係る業務などが高い割合を占

めていた。またシステム開発・ソフト開発や

プログラミングや AI 関連データ処理・デー

タベース作成に関わる業務などデータワー

ク産業に関連する業務も一定数を占めてお

り，梅木（2021）も提言するように障害のあ

る者の働き方としてデータワーク産業に従

事する事例もあることが確認された。 

 また障害者支援機関にテレワーク勤務し

ている企業が求める事柄としては，当事者

の PC 等や作業スキルの向上や，コミュニケ

ーション力の向上，当事者の障害特性を踏

まえた自分自身の工夫と周囲の配慮バラン

スを見つけるための訓練といった内容が求

められていることが明らかになり，企業で

活躍できる障害者の職業訓練の取り組みの

視点について示唆を得ることができた。 

  

E.結論 

本研究の結果，企業における障害者のテ

レワーク勤務の実態と支援機関に求めてい

ることとして，障害のある者への PC 等の

ICT 端末等を用いた作業スキルの向上があ

回答数 割合

以前から雇用していた従業員がテレワークになった。 40 64.5%

テレワーク勤務を前提として新たに障害者雇用の求

人を出して採用されたものが従事している。
8 12.9%

以前から雇用していた者がテレワークになったこと

に加えて，新たに求人を出して雇用された者もいる。
6 9.7%

いずれにも該当しない 6 9.7%

その他 (具体的に) 2 3.2%

回答数 割合

障がい者へのPC等や作業スキルの向上を促す訓

練の充実
42 31.3%

障がい者へのテレワーク勤務を円滑にするコミュニ

ケーション力の育成
29 21.6%

障がい者の自身の障害特性を踏まえた自身の工夫

と周囲の配慮とのバランスを見つけるための訓練

の充実

30 22.4%

障がい者のテレワーク勤務におけるジョブコーチ

（職場適応援助者）による専門的な支援の提供
13 9.7%

障がい者のテレワーク勤務を円滑にするための支

援のポイントについての研修の提供
13 9.7%

その他 7 5.2%

（複数回答）

表６ テレワーク勤務者の採用経緯 

表７ 障害者支援機関に求めること 
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ることが明らかになった。 
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  令和３年度厚生労働省科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

(分担)研究報告書 

就労系障害福祉サービス事業所におけるテレワークによる就労の推進のための研究（21GC1017） 

海外における障がい者テレワークの実態に関する文献研究 

八重田 淳 筑波大学人間総合科学学術院 

リハビリテーション科学学位プログラム 准教授 

【研究要旨】 

【目的】本研究では，海外における障がい者のテレワークの実態を文献的に探ることを目的とした。 

【方法】文献検索エンジンとしては google scholar を用い、検索キーワードとして telework, disability, work 

support のいずれかを有する 2021 年以降の海外文献のうち、実態把握に関する総説論文をフィルターとして

検索し、障がい者テレワークの推進課題を整理した。【結果】検索の結果、169 件の文献が該当した。本文

PDF としてダウンロードが可能な論文以外は、アブストラクトを用いて障がい者テレワークの実態を探っ

た。【考察】障がい者テレワークによる就労を推進するための課題として、障がい者のテレワークを支援す

る人材育成、障がい者テレワークに対する偏見の除去、障がい者を雇用する事業所のテレワーク業務分析に

ついて考察し、結論として今後の研究課題を整理した。 

 

 

A. 研究目的 

 本研究は，海外における障がい者のテレ

ワークの実態を探り、我が国の就労系障害福

祉サービス事業所におけるテレワーク就労を

推進するための課題を整理することを目的と

した。 

 

B. 研究方法 

１．対象文献 

COVID-19 によるパンデミックを経て、障

がい者のテレワークがある程度進んだと想定

される 2021 年以降の総説論文を対象文献と

した。 

２．調査時期 

調査時期は、文献検索期間と同様の 2021

年４月〜2021 年３月である。 

３．調査内容 

我が国における就労系福祉サービス事業所

に近いと想定される職業リハビリテーション

系のサービス事業所におけるテレワークの実

態と課題が述べられている海外の総説論文に

記載されている内容とした。 

４．倫理配慮 

本研究は文献研究であるため、倫理審査を

要する研究には該当しない。 

５．分析方法 

文献検索エンジンとして、google scholar を

用いた。検索キーワードとして、telework, 

disability, work support を採用した。第一キー

ワードの telework は本研究テーマに含まれる

メインワードであるため、そのまま採用し

た。第二キーワードの disability は対象を障

害のある人に限定するために用いた。第三キ

ーワードとして work support を用いた理由

は、就労系福祉サービス事業所に該当する海

外の事業所として想定されるのが work 

support center や sheltered worksop 等であり、

就労支援の英訳として work support が妥当で

あると判断したことによる。 
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これら 3 つの検索キーワード telework, 

disability, work support のいずれかを有する

2021 年以降の海外文献のうち、実態把握に

関する総説論文をフィルターとして検索し

た。本文 PDF としてダウンロードが可能な

論文以外は、アブストラクトを用い、障がい

者テレワークの実態を探り、その上でテレワ

ーク推進の課題を整理した。 

 

C. 研究結果 

文献検索の結果、169 件の文献が該当し

た。しかし、テレワーク支援を推進するため

の課題を挙げたものが多く、具体的な障がい

者テレワークの推進方法に関するものは極め

て限られているのが現状であった。 

障害のある労働者と障害のある家族を持

つ労働者の在宅テレワークを主題とした先行

研究のレビューによると、在宅テレワークで

取り組むべき課題としては、（１）テレワー

クと在宅生活のバランスの確保、（２）テレ

ワーク業務遂行の技術的課題への対応、

（３）テレワークに対する心理的・身体的適

応状態の把握と介入、（４）テレワークの成

果評価の在り方などが挙げられていた。これ

らの課題へのアプローチ方法として、障害の

あるテレワーカーに対する横断的・縦断的研

究デザインの不足自体も課題の一つとして挙

げられていた。 

また、障がい者テレワークによるマイナ

ス要因として、（１）コロナ以外での医療ア

クセスの中断による在宅勤務の困難、（２）

在宅勤務による活動量の低下が、身体的・認

知的・精神的機能の悪化につながる危険性、

（３）テレワークによる対人関係上の心理的

距離と無活動状態から生じる本人の社会的孤

立と孤独感の増長、（４）本人が居住する地

域社会という大枠の支援の中に障害のある人

の個別支援が埋没するという混乱、（５）テ

レワークを支える家族や介護者の負担とスト

レスの増加、（６）テレワーク自体が労働の

質と労働量の格差を悪化させることにつなが

る懸念、（７）テレワークによる雇用機会と

所得が減少するという危惧などが挙げられて

いた。 

障害の有無によるテレワーク実施率の実

態がパンデミック前後でどのように変化した

かという実態については、パンデミック前の

テレワーク実施率は障がい者が 5.5%で非障

がい者は 4.4%であるのに対し、パンデミッ

ク後の実施率は障がい者が 12.7%、非障がい

者が 14.5%という調査結果がアメリカで示さ

れている。さらに、18〜26 歳の若年層にお

ける在宅勤務率は、月平均で障がい者の

10.8%、非障がい者の 14.6%という結果があ

る。つまり、パンデミックによる障がい者の

在宅ワークは非障がい者に比べて伸び率が少

なく、在宅ワークをしている若年層も障がい

者の方が少ないということだが、これには、

居住環境のインターネット整備状況の違いも

関係している。インターネットに接続できな

い家に住んでいる障がい者（12.5%）は、非

障がい者(10.2%)より多い。 

さらに、職種内容によっても在宅勤務率

は異なっている。例えば、在宅勤務の管理職

は、非障がい者が 42.5%であるのに対し、障

がい者は 36.4%である。在宅勤務の営業職の

場合は、非障がい者が 18.5%であるのに対

し、障がい者は 12.5%となっている。特に営

業職の場合は、身体的・物理的障壁が業務遂

行に影響することが考えられる。 

海外における障がい者テレワークの実態

に関する先行研究は散見されるものの、テレ
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ワークを推進するための課題を整理した上で

慎重に検討する必要性が示された。我が国で

はパンデミック前後における障がいの有無に

よるテレワーク実施率に関する先行研究等は

見当たらないため比較考察はできない。就労

や職業リハビリテーションの遠隔支援として

のテレ・リハビリテーションが比較的進んで

いるアメリカの実態や課題は参考になるが、

国際的な知見は極めて不足しているのが現状

である。 

 

D. 考察 

文献研究の結果を踏まえ、以下に障がい

者のテレワークを支援する人材育成、障がい

者テレワークに対する偏見、障がい者を雇用

する事業所におけるテレワークに関連した職

務分析について考察する。 

１.テレワークの人材育成について 

障がい者のテレワークを推進するために

はその知識と技術を有する人材が不可欠であ

り、現時点ではそうした人材育成も欠如して

いるのが現状である。 

障がい者のテレワークを支援する人材に

求められる資質としては、以下の６点に整理

することができる。 

1） テレワークに必要となる情報通信技術の

準備ができる人 

2） その使い方とテレワーク業務を教えなが

ら援助できる人 

3） テレワーク業務に関連する情報保障・安

全保障・法令遵守等の疑問を解決できる

人 

4） 専門的なコンサルテーションを事業所に

提供できる人 

5） 障がい特性に応じたテレワークの合理的

配慮を定期的に確認修正できる人 

6） テレワーク雇用の継続に必要な雇用管理

業務を請け負う人 

２. 障がい者テレワークに対する偏見 

障がい者を雇用する事業主が、障がい者

のリモートワークは困難であるいう偏見が、

テレワーク実施自体の格差を産んでいること

も懸念される。障がい者テレワークの可能性

に対する偏見は、雇用差別に発展する危険が

ある。文献レビューからは、比較的テレワー

クが推奨される情報系の職業領域でも、パン

デミック時には、障がい者は非障がい者に比

べてテレワークをする可能性の低さが示され

ている。しかし、その理由や対応策について

は精査されていない。障がい者テレワークの

偏見によって、障がい者雇用の機会がさらに

減少することは避けなければならない。障が

い者テレワークへの偏見を取り除くために

は、テレワークでも十分に業務遂行が可能で

あるということを実証することが奨励され

る。 

３. 障がい者雇用事業所における業務分析 

先行研究では、今後のテレワークは障が

い者にとって「明るい兆し」をもたらすとい

う希望的観測を示唆するものが多い。しかし

ながら、これを現実のものとするためには、

障がい者を雇用する事業主が、障がい者のテ

レワーク・在宅勤務をまず全面的に受け入れ

ることが前提となる。その上で、必要となる

テレワークに特化した業務の詳細な職務分析

が必要となる。この職務分析により、障がい

者がテレワークのどの部分で具体的に躓いて

いるかを把握できれば、職場の構造上の問題

解決とテレワーク実施に対する心理的障壁の

問題を解決する方略を立案するための基本デ

ータとして活用することが可能となる。 
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さらに、テレワークの職務分析はテレワ

ーク実施に関わるアセスメント開発の基礎資

料となることが期待され、障がい者テレワー

クに関する合理的配慮事項の整理にもつなが

るだろう。例えば、情報通信機器の使い勝手

に対する配慮、職場における人間関係への配

慮、作業の個別スペースへの配慮、休憩や作

業ペースの自由化への配慮等は、障がい者テ

レワークの推進によって大幅に解決される可

能性があるため、基本的には障がい者テレワ

ーク推進に向けた方略を探り、その成果を実

証することが求められる。 

 

E. 結論 

COVID-19 によるパンデミックの影響によ

り、障がい者テレワークの機会は以前として

少ないのが現状である。雇用機会平等の原理

に基くなら、テレワークという労働形態自体

が「障害」とならないような「遠隔就労テク

ノロジー」の開発と整備は喫緊の課題であ

る。また、テレワークを支援する人材の確保

と育成も早急に整備する必要がある。障がい

者テレワークの合理的配慮事項を、テクノロ

ジーと人材の整備状況によって適宜アップデ

ートし、テレワークを働く障がい者にとって

公平な選択肢の一つとすべきである。 

テレワークの実態が見えにくい現状で、

障がい者の在宅勤務は、我が国の関連学会

（例えば日本職業リハビリテーション学会）

でも、30 年以上前から推奨されている課題

である。パンデミックによる障がい者テレワ

ークをチャンスに変え、新たな働き方として

のテレワークの成果を「見える化」すること

は、障害の有無に関わらない今後の大きな課

題である。 

最後に、障がい者テレワーク推進に関連

する今後の具体的な研究課題を以下の４点に

まとめた。これらの研究課題を探り、障がい

者テレワークの推進については継続的に検討

することが望ましい。 

１）働く障がい者本人と家族がテレワークを

どの程度希望しているか？ 

２）障がい者テレワーク推進の物理的・心理

的・社会的な障壁とは何か？ 

３）障がい者テレワークを支援する人材に必

要な資質と有効な人材育成システムとは

何か？ 

４）障がい者テレワークの具体的な成果とは

何か？ 

 

F．健康危険情報 

該当なし 

 

G. 研究発表 

八重田淳(2022)障害者雇用におけるテレワー

クの現状と遠隔リハビリテーション支援の

実践課題. 障害のある方の IT を活用した

在宅就労フォーラム.2022 年 3 月 5 日

(土）主催：香川県/かがわ総合リハビリテ

ーション事業団 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 該当なし 

２．実用新案登録 該当なし 

３．その他 該当なし 
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令和３年度厚生労働省科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

(分担)研究報告書 
就労系障害福祉サービス事業所におけるテレワークによる就労の推進のための研究                     

（21GC1017）  

特別支援教育教員の認識する知的障害者のテレワークに向けた支援内容に関する研究 

 

研究分担者 前原和明 秋田大学・教育文化学部 

【研究要旨】 
 本研究では，知的障害者がテレワークで勤務することを可能とするための支援方法と訓練内

容について探索的に検討する。知的障害特別支援学校に所属する 5名の先生に対して，半構造化

インタビュー調査を実施した。得られたインタビューデータは，内容分析を用いて質的に分析し

た。分析の結果，先生方は「ICT 機器の活用」，「テレワークでの就労」，「教育の実施」の 3 つの

テレワーク支援に関するテーマを意見として述べていた。テーマからは，教育における ICT 活用

の課題だけでなく，知的障害者にとってのテレワーク支援の有効性，知的障害者がテレワークで

働くための支援と訓練のポイントなどが明らかになった。また，更なる分析より，知的障害者に

とっての ICT 機器の支援機能について整理できた。これらの探索的に導き出された結果は，今後

の知的障害者のテレワーク支援の促進に向けた有用な情報となることが示唆された。 

 
 

A.研究目的 

 知的障害者のテレワーク支援に向けて必

要となる支援の視点について探索的に明ら

かにすることを目的とする。このテレワー

ク支援に関する研究は，近年蓄積が進んで

いるが，知的障害など身体障害以外の障害

に対する研究は少ない（清野，2021）。知的

障害者は，知的機能と適応行動（これは，概

念的，社会的および実用的な適応スキルに

よって表される）の双方の明らかな制約に

よって特徴づけられる能力障害である（日

本発達障害福祉連盟，2021）。この能力障害

の結果，知的障害者は，様々な社会参加の場

面において，様々な障壁に遭遇する。 

テレワーク支援に代表される ICT 機器の活

用は，知的障害者にとって実行可能かつ有

効な技術的支援であるということができる

（Kagohara et al.，2013）。職場における

知的障害者に対する支援技術の文献レビュ

ーからも，支援技術が，職場の生産性，案内，

時間管理，タスクの遂行に関するパフォー

マンスを向上させることが示されている

（Morash-Macneil, Johnson & Ryan，2017）。

日本では，就労支援における ICT の有効性

が指摘されている一方で，その自らの就労

支援において ICT を活用することに課題が

あるようである（清野・丸山，2020）。上西・

望月（2020）は，福祉施設において就労支援

者は，ICT 機器の活用の必要性を感じている

が，支援に有効なアプリケーションについ

ての知識を持っていないこと，他の障害者

とのトラブルの発生を事前に防ぐなどの理

由から，積極的に ICT を活用しないと考え

ているということを報告している。山口ら

（2021）は，多くの職業リハビリテーション

の支援者が，知的障害者に対するオンライ

ンでの就労支援の難しさを認識しているこ

とを報告している。 

 今後の知的障害者のテレワーク支援の実

施に向けては，知的障害者に対する ICT 機

器を活用した指導の在り方や普段の実践の

中で取組みについて更に明らかになってい

くことが求められる。そのため，知的障害者

との関わりがある支援者や専門家の見解を
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参照にし，その課題や必要となる支援など

を整理していくことは，実際の支援への還

元という観点から有効である。 

そこで，本報告では，知的障害者の ICT 及

びテレワーク支援に対する認識について探

索的に明らかにした結果を報告する。 

 

B.研究方法 

１．対象者 

本研究では，特別支援教育に携わる先生

を調査協力者とした。知的障害者のテレワ

ーク支援に関する就労支援の情報は，福祉

領域において十分な検討がまだ行われてい

ないため，その検討がより進む特別支援教

育分野の知見を参考にするためである（志

村ら，2015；清野，2021）。ICT 機器は知的

障害のある生徒にとって有用なツールであ

ることは確かである。実際，知的障害を対象

生徒とする特別支援学校では，ICTを活用し

た多くの実践報告を確認することができる

（水内・青山・山西，2018；山崎・水内・山

西，2019；澤田，2019；藤原ら， 2021；髙

津ら，2021）。 

 特に，近年，日本では，日本の文部科学省

が「GIGA スクール構想」と呼ばれる，ICT 機

器を活用した子どもの力を最大限引き出す

教育の推進が図られてきている（文部科学

省，2021）。この「GIGA スクール構想」では，

子どもたちが情報を活用する能力は，言語

能力と同様に子どもたちの発達において基

本的な能力であるため，学校において，ICT

を使用するための環境整備と ICT を活用し

た授業の充実が進められている。その結果，

現在，多くの学校において，タブレットなど

の ICT 機器が整備され，授業の中で使用で

きる環境になりつつある。これは，日本の特

別支援教育においても同じように推進され

ている。ICT 機器は，子どもの認知的側面を

補うための効果的なツールとして活用され

てきている（全国特別支援学校知的障害教

育校長会，2016）。特別支援教育は，知的障

害のある生徒の一般就労に向けた移行支援

の最も重要な役割も担っている。ICT 活用に

関連した教育が行われることは，生徒の将

来的な自立に向けた発達促進のためだけで

なく，生徒が将来，従業員として雇用された

際に，職場で求められる合理的配慮を検討

するなど，就労に向けた支援という観点で

も有益である。 

まず，特別支援教育における ICT 活用を行

っている一人の先生に調査協力の依頼をし，

その後，研究目的に見合った調査協力者を

その先生から紹介していただくという手続

きで，雪だるま式に調査協力者を集めた。 

調査協力者は，表１の特別支援学校で働く 5

名の先生であった。調査協力者の教師とし

ての勤務年数の平均 17.2 年，標準偏差 4.15，

最小値 12 年，最大値 23 年であった。 

表１ 調査協力者の概要 

No. 協

力

者

性別 先 生

歴

（年） 

その内高等

部 先 生 歴

（年） 

1 A 男性 15 10 

2 B 男性 23 7 

3 C 男性 17 11 

4 D 男性 19 6 

5 E 女性 12 12 

平均 17.2 9.2 

標 準

偏差 

4.15 2.59 

最大 23 12 

最小 12 6 
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２．調査時期 

 調査時期は，2021 年 6 月 15 日～8 月 30

日の期間において，調査協力者である 5 名

の先生に対して，60 分 1 回のインタビュー

調査を実施した。 

 

３．調査内容 

調査内容は，表 2 のインタビュー項目を

用いた。この項目に基づき，半構造化インタ

ビューを実施した。 

インタビューは IC レコーダーを用いて

記録された。記録されたデータは，逐語化さ

れ生データとして分析に用いた。記録され

た生データの平均文字数は 8073 文字（標準

偏差は 1941.74 文字）であった。 

 

表２ インタビュー項目 

項目 

卒業後のテレワークを視野に入れた上で

のあなたの考えを話してください。 

・あなたの職業教育において ICT を用い

た経験について教えてください。 

・あなたが考える職業教育において ICT

を用いた効果について教えてください。

・あなたが考える ICT を活用するに際の

課題について教えてください。 

・あなたの授業で効果的な ICT 活用がで

きた経験について教えてください。 

・将来の知的障害者のテレワークに向け

て，必要な支援があれば教えてください。

４．倫理配慮について 

なお本調査の倫理審査については，秋田

大学手形地区における人を対象とした研究

倫理審査委員会（2021 年 6 月 7 日付，第 3-

6 号）の承認を経て実施した。 

 

５．分析方法 

（１）分析１ 

得られた全データについて，内容分析

（Kyngäs, Mikkonen & Kääräinen，2020）

を用いて質的に分析した。研究目的に基づ

き，本稿の分析焦点を，知的障害者のテレワ

ーク支援に向けた視点及び課題とした。次

に，第一著者を中心にエピソードデータの

意味及び文脈の類似性と違いについて，継

続的に比較を行った。そして，随時，先生と

しての実践経験を持つ共同研究者などと協

議を行った。最終的に，エピソードをカテゴ

リーに分け，整理した。 

（２）分析２ 

特にＩＣＴの支援機能として分類されたデ

ータは，内容分析（Kyngäs, Mikkonen & 

Kääräinen，2020）を用いて質的に分析した。

分析２では，分析焦点を，知的障害者の職業

教育における ICT の具体的な活用方法とし

た。次に，第一著者を中心にエピソードデー

タの意味及び文脈の類似性と違いについて，

継続的に比較を行った。そして，随時，先生

としての実践経験を持つ共同研究者などと

協議を行った。最終的に，エピソードをカテ

ゴリーに分け，そのカテゴリーを知的障害

者にとっての支援観点として整理した。 

 

C.研究結果 

１．分析１ 

（１）インタビューから得られたテーマ 

 特別支援学校教員に対するインタビュー

の結果を内容分析により分析した結果，3つ

のテーマに関連した意見が得られた。この

３つとは，「ICT 機器の活用」，「テレワーク

での就労」，「教育の実施」である。得られた

テーマは，これらのように幅広い内容を含
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むものであった。本研究の目的は，知的障害

者に対する ICT 機器の活用やテレワークで

の就労といったことに対する知的障害者の

専門家の意見を探索的に収集することであ

った。その意味で，この得られたテーマ幅広

さは，現状及び今後に向けた検討事項とし

て幅広く専門家の認識を得ることができた

と考えられた。以下，テーマ毎に得た意見の

詳細を提示していく。 

（２）ICT 機器の活用 

 このテーマに関する意見として得られた

内容は，表３のように整理することができ

た。 

表３ ICT 機器の活用に関する意見 

カテ

ゴリ

ー 

数 サブカテゴリー 数 

ICT

に 対

す る

肯 定

的 認

識 

54 

・ICT 機器の活用の

可能性 
53 

・ICT 機器の便利さ

を伝えている 
1 

生 活

及 び

環 境

面 で

の 課

題 

3 

・家庭などでの機器

の使用と慣れの影響

がある 

2 

・家庭におけるネット

環境の整備の必要性
1 

このテーマに関して，ICT 機器の活用に対

する肯定的な認識とこの活用に向けた生活

及び環境面での課題に関する語りが確認で

きた。 

（３）テレワークでの就労 

 このテーマに関する意見として得られた

内容は，表４のように整理することができ

た。 

 このテーマに関して，調査協力を得た先

生からは，テレワークに向けて必要となる

訓練内容の詳細及び知的障害者がテレワー

クに従事する上での課題と利点が語られた。 

 

表４ テレワークでの就労に関する意見 

カ テ

ゴ リ

ー 

数 サブカテゴリー 数 

テ レ

ワ ー

ク 

に 向

けた 

訓 練

内容 

36

テレワークに従事する

ための準備性 

1

5 

機器やソフトウエア等

の習熟に時間がかか

る 

1

4 

普 段 か ら 活 用 し て

ICT 機器に慣れる 
4 

メールの使用法につ

いて指導できていな

い 

2 

ICT 機器の基本的な

使い方を指導してい

る 

1 

テ レ

ワ ー

ク 

の 課

題 

35

テレワークに対する認

識 

1

8 

知的障害にとっての

デメリット 
8 

直接対面での指導の

効果 
5 

テレワークに必要な配

慮 
2 

テ レ

ワ ー

ク 

の 利

点 

6 
知的障害にとってテレ

ワーク導入の利点 
6 
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（４）教育の実施 

 このテーマに関する意見として得られた

内容は，表５のように整理することができ

た。 

 このテーマでは，ICT機器の導入とテレワ

ークへの移行に向けた教育場面での想定さ

れる課題と，更なる促進に至ることが予測

される背景要因が語られた。 

 

表５ 教育の実施に関する意見 

カ テ

ゴ リ

ー 

数 サブカテゴリー 数

教 育

に お

ける 

課題 

26 

教育指導の観点 8

授業への導入における

課題 
7

教育課程の編成に関

する課題 
4

十分に ICT のメリット

を授業に取り入れられ

ていない 

3

授業での補助的活用 2

授業導入前の準備が

不可欠 
2

教 育

の 促

進 要

因 

6 

生徒にとって身近なツ

ール 
3

授業への導入の促進

要因 
2

生徒の関心の高さ 1 

 

 

２．分析２ 

 質的な分析をした結果，知的障害のある

生徒に対する職業教育において ICT が活用

された 53 のエピソードを得た。これらのエ

ピソードは，表６のように，13 の活用方法

のサブカテゴリー，7つの支援観点のカテゴ

リーに分類できた。 

 

（１）カテゴリー：支援観点「理解」 

分析の結果，先生は，知的障害のある生徒の

作業指示や教授内容の理解を補うために

ICT を活用していたと考えられた。このサブ

カテゴリーである活用方法には，「強調とポ

イントの明示」，「繰り返し」，「視覚的補助」，

「比較」，「刺激に制限をかける」が含まれ

た。 

「強調とポイントの明示」 

この活用方法は，撮影された動画や写真に，

ポイントを文字で書きこむ，注意事項を〇

で書き込むなどして，生徒の指示理解を促

すというものである。例えば，清掃すべきス

ペースの写真を撮影した後に，作業指示の

段階で，その撮影された写真に，清掃範囲や

清掃の方向をペンで書き込みながら，そし

て，写真の注目ポイントに丸を書きこんで

強調しながら作業指示が行われていた。 

 

「繰り返し」 

この活用方法は，録画した作業指示の動画

を用いることで，生徒が繰り返し作業指示

を確認することができるというものである。

例えば，授業では，作業指示を動画であらか

じめ録画しておき，生徒から質問があった

際には，作業指示の動画を見直すように指

示を出していた。 

「視覚的補助」 

この活用方法は，動画や写真を用いて作業

指示を生徒に出しているというものである。

例えば，作業指示書を写真で作成し，1 工程

ごとに作業指示書の写真を確認しながら作

業に取り組んでもらうことや，実物を画面 
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表６ ICT 活用方法と支援観点 

カ テ ゴ

リー（支

援観点） 

エ ピ

ソ ー

ド数 

サブカテゴ

リ ー （ 活 用

方法） 

エピソ

ー ド

数 

エピソードの例 

理解 17 強調とポイ

ントの明示 

4 作業のポイントや強調したい指示を記録された動画や写

真に書き込むことで，生徒は指示をよりよく理解するこ

とができる   
繰り返し 5 作業指示を録画しておくことで，生徒は繰り返し作業指

示を受けることが，よりよく理解することができる 

視覚的補助 5 指示に動画や写真を使うことで，生徒は指示をよりよく

理解することができる 

比較 2 完成見本との比較をすることで，生徒は作業目標をより

よく理解することができる 

刺激に制限

をかける 

1 オンラインで，個別の学習スペースを確保することがで

き，邪魔となる環境刺激を少なくなるため，先生の指示

などをよりよく理解することができる 

コミュニ

ケ ー シ

ョン 

9 交流 6 先生以外の他者と幅広く交流することで，生徒はコミュ

ニケーションの機会を多く持つことができる 

他者との共

有 

3 プレゼンテーションアプリを用いることで，より簡単に他

の生徒と学んだことなどを共有し，コミュニケーションす

ることができる 

行動 6 書く 3 文章の入力，書き直しが可能となり，生徒はノートテー

キングがより簡単にできる 

積極的な行

動を支える 

3 生徒が自らの興味と関心に基づいて主体的に検索する

ことができる 

メ タ 認

知 

9 フィードバ

ック 

9 生徒の作業動作を録画し，この録画された動画を見ても

らうことで，生徒が自らの動作をチェックすることがで

きる 

環境 5 環境的補い 5 様々なアプリやソフトウエアを用いることで，教材の不

足を補うことができる 

記憶 4 履歴を参照

できる 

4 学んできたことなどを，データとして記録と蓄積するこ

とで，生徒は自らの学習の振り返りができる 

機会 3 学習機会の

担保 

3 オンラインで授業を行うことで，時間，場所の制限なく，

生徒は学習の機会を得ることができる 

合計 53 
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上で共有することで共有したい概念の理

解を促すなどの支援が行われていた。 

 

「比較」 

この活用方法は，動画や写真を用いて，仕

事の完成状態やより良い作業動作を伝え，

要求された状態や行動と比較しながら習

得してもらうというものである。例えば，

作業指示者による例と生徒作業動作を動

画で比較して改善点を検討することや，作

業訓練前と訓練後の動作を比較すること

で成長を評価するなどが行われていた。 

 

「刺激に制限をかける」 

この活用方法は，Zoom などのオンライン

ミーティングを使用して授業を行うこと

で，個人の自宅や部屋で学習でき，本人の

周囲に潜在する環境刺激を減らすことが

できるというものである。例えば，Zoom の

オンラインミーティングを用いた結果，生

徒が問いかけや指示への注目がより十分

にできたなどの報告が確認できた。 

 

（２）カテゴリー：支援観点「コミュニケ

ーション」 

分析の結果，先生は，知的障害のある生徒

の同級生などの他者とのコミュニケーシ

ョンの実行を助けるために ICT を使用し

ていたと考えられた。このサブカテゴリー

である活用方法には，「交流」，「他者との

共有」が含まれた。 

 

「交流」 

この活用方法は，授業でオンラインミーテ

ィングを使用することで，学校外の専門家

や卒業生からの助言を得るための機会が

増加したというものであった。例えば，遠

方の学校外の専門家から仕事に関する講

話を受けることや，卒業後の進路や現在取

り組んでいる作業を紹介し合うなどの他

の学校の生徒との交流が，以前に比べて簡

単に実施することができていた。 

 

「他者との共有」 

この活用方法は，プレゼンテーションアプ

リなどを用いて，他の生徒と自分の考えや

発見などを伝えることがしやすいという

ものである。例えば，一人の生徒が学習し

たことを他の生徒にプレゼンテーション

することや，作業成果を写真等で他者に共

有するなどの支援が行われていた。 

 

（３）カテゴリー：支援観点「行動」 

分析の結果，先生は，知的障害のある生徒

の行動上の障壁を解消するために ICT を

活用していた。このサブカテゴリーである

活用方法には，「書く」，「積極的な行動を

支える」が含まれた。 

 

「書く」 

この活用方法は，パソコンやタブレットの

文書作成アプリやソフトを用いて，生徒に

とって障壁である書くという行動を補う

ものである。例えば，ノートテーキングを

アプリで行うことで，日本語の漢字の想起

できないという障壁を解消することや，文

章作成時に先生の指示に従ってより容易

に文章修正が可能となるといった支援が

行われていた。 

 

「積極的な行動を支える」 

この活用方法は，生徒自身が興味と関心を

持ったことの情報を得るために，ネットで

検索するなどの主体的な行動をとること

を可能とするというものである。例えば，

生徒が授業の中で気になった情報を即座

にネット検索で調べることや，授業で理解

してほしい物事についての理解を促すた

めに，あらかじめネットで関連する情報を

検索してもらってから授業に参加しても

らうなどが行われていた。 

 

（４）カテゴリー：支援観点「メタ認知」 

分析の結果，先生は，知的障害のある生徒

のメタ認知を補うために ICT を活用して

いたと考えられた。この支援方法には，「フ

ィードバック」が含まれた。 

 

「フィードバック」 

この活用方法は，撮影された動画をフィー

ドバックに用いることで，生徒が自らの動

作を客観的に知ることができるというも

のである。例えば，作業活動中の動画を録

画し，その録画された動画を動作実施後に

生徒に見てもらいながら，動作の改善点を

フィードバックすることや，動画を確認し
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ながら他の生徒からのフィードバックを

受けるなどの支援が行われていた。 

 

（５）カテゴリー：支援観点「環境」 

分析の結果，先生は，知的障害のある生徒

の環境面の整備を補う，あるいは充実させ

るために ICT を使用していたと考えられ

た。このサブカテゴリーである活用方法に

は，「環境的補い」が含まれた。 

 

「環境的補い」 

この活用方法は，指導に必要となる機具等

をアプリにより代替することで，授業をよ

り実際の場面の職場に近づけることがで

きるなどといった環境面での補いをする

というものである。例えば，販売の訓練に

おいてレジスターのアプリを用いること

や，生徒の回答の正誤を伝えるために正誤

のブザーを発するアプリを用いるといっ

た支援が行われていた。 

 

（６）カテゴリー：支援観点「記憶」 

分析の結果，先生は，知的障害のある生徒

の記憶を補うために ICT を使用していた

と考えられた。このサブカテゴリーである

活用方法には，「履歴の参照」が含まれた。 

 

「履歴の参照」 

この活用方法は，生徒が自ら学んできたこ

となどを，データとして蓄積するだけでな

く，蓄積されたデータを参照することで，

学習の振り返りを可能とするというもの

である。例えば，地域の社会資源の場所や

情報を，Google マップに登録していくこ

とや，写真や動画データとして学習情報を

保存するといった支援が行われていた。 

 

（７）カテゴリー：支援側面「機会」 

分析の結果，先生は，知的障害のある生徒

の学習機会を補うために ICT を使用して

いた。このサブカテゴリーである活用方法

には，「学習機会の担保」が含まれた。 

 

「学習機会の担保」 

この活用方法は，オンラインで授業を行う

ことで，時間，場所の制限なく，生徒に学

びのチャンスを提供できるというもので

ある。例えば，様々な理由で学校に通学で

きない生徒にオンラインで授業を提供す

るなどの支援が行われていた。 

 

D.考察 

１．テレワーク支援に向けた知的障害者の

支援の視点に関する考察 

 ICＴ機器の活用に関して，先生からは，

ＩＣＴ機器の活用の可能性がもっと多く

聞くことができた。この具体的な内容とし

ては，生徒に対する撮影した動画を用いた

作業動作のフィードバックや Zoom などの

オンライン会議システムを用いたオンラ

インでの外部講師の活用や他生徒の交流

など，知的障害の理解，コミュニケーショ

ン，行動，メタ認知，行動，記憶，機会に

関する障害特性を補うための教育指導を

行っているとの語りが得られた。この種の

ICT に対する肯定的な認識は多く確認す

ることができた。つまり，テレワークでの

就労は，この種の知的障害者の障害特性を

補うことができる可能性があると考えら

れる。 

その一方で，家庭における ICT 機器の使用

機会が少ないことや，ICT 機器を活用する

上で必要となるネット環境の整備の必要

性が課題として指摘された。小泉・木口・

丸山（2020）は，福祉事業所におけるネッ

ト環境の設備の不十分さや ICT 機器の導

入を積極的に推進する人材の不足といっ

た環境面での課題を指摘している。この先

行研究は，福祉施設に対するものであった

が，この種のネット環境を含む環境面に関

する課題があると考えられる。確かに，近

年，より多くの人がタブレットやスマート

フォンを所持し，家庭においてもネットが

整備された環境となってきていると考え

られるが，まだまだ十分でない家庭も存在

することが想定される。その意味で，知的

障害者の支援において ICT 機器を有効活

用していく際には，ICT 機器に対する慣れ，

ネット環境の整備といった環境面でのバ

ックアップが必要であると考えられる。 

今後のテレワークに向けて必要となる訓

練内容として，ICT 機器及びパソコンのソ

フトウエアの使用方法などの職務スキル

に関することともに，テレワークで従事す

るために必要な職業準備性とでもいえる

ものが挙げられた。このテレワークに必要
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となると語られた準備性には，集中力の維

持，勤務時間の遵守，作業に対する真面目

さ，ネットトラブルが無いことと情報セキ

ュリティの理解，困ったときの相談スキル

などが含まれた。従来の職業準備性の考え

方でも，十分な「職務の遂行」に向けて，

職業生活の遂行，日常生活の遂行，疾病・

障害の管理が十分にできることが求めら

れていたが（松為，2020），このテレワー

クの準備性は，これまでの職業準備性の説

明の中では明確に示されていないもので

ある。今後のテレワークへの移行という観

点に立つと，この求められるスキルを必要

となる準備性として，されに整理し，支援

者が共通認識できるようなものとしてい

くことが有効であろう。 

その他，知的障害者にとって，テレワーク

は職場から離れて勤務することができる

ので，人間関係上の課題の発生を抑止する

可能性があるとの利点が語られた一方で，

知的障害者がテレワークで勤務すること

で，直接的指導を受けることができず作業

理解が難しくなるなどの課題が挙げられ

た。このような意見からは，職場から離れ

て勤務する際の作業指示や作業習得や実

施のための支援をどのように，職場から離

れた場所で確保するのかなどの検討が必

要になると考えられる。つまり，知的障害

者がテレワークする中で，どのように職務

をマネジメントするのかという，職務マネ

ジメントの側面を前提として検討するこ

とが求められると考えられる。 

 課題としては，教育において，ICT 機器

をどのように導入したらよいかが，うまく

共通理解されていない現状や，その導入に

向けて先生が様々な実践的工夫をする必

要があるということが語られていた。その

一方で，ICT 機器を導入するための対象生

徒の周囲の環境も整い，慣れていることか

ら導入促進の可能性も高いと考えられて

いた。Alper & Raharinirina（2006）が，

生徒のニーズとアシスティブテクノロジ

ーのマッチングをアセスメントすること

の必要性を指摘しているように，日本にお

いても ICT を用いたテレワークに向けて

は，個々の障害者の持つニーズと，ICT の

機能を上手くマッチングさせるようなア

セスメントができることが必要であると

考えられる。教育は特に，卒業後のテレワ

ークへの移行の基礎的な訓練を提供する

可能性がある。この種の情報が，学校段階

においてアセスメントされ，整理されてお

くことができれば，それはその後の一般就

労への移行などにおいて有効な情報とな

ることが期待できる。このように，この種

の情報が学校段階において整理されるこ

とができるための仕組みを作っていく必

要があるであろう。 

 

２．知的障害者にとってのＩＣＴの活用の効

果に関する考察 

知的障害の特別支援教育に携わる先生は，

ICT を「理解」「コミュニケーション」「行

動」「メタ認知」「環境」「記憶」「機会」の

７つの側面から活用していた。先生は，こ

れらのような ICT を用いた支援により，知

的障害者の理解及び記憶の障害，その結果

生じるコミュニケーション，学習，環境的

制約に関連する障壁を解消することを意

図していると考えられた。 

この本研究の結果は，先行研究で文献レビ

ューされた支援技術の内容との共通点を

確 認 す る こ と が で き た 。 Devi & 

Sarkar(2019)は，教育現場での知的障害者

の支援技術についての文献レビューを行

っている。彼らは，文献レビューで得られ

た先行研究の支援技術を「Mobility」，

「Positioning/ Seating」，「Reading」，

「 Writing 」 ， 「 Mathematics 」

「 communication 」，「 Recreation 」，

「Assessment and Evaluation」の８つに

整理している。これらの 8 つの技術は，今

回の調査で得られた 7 つの側面のサブカ

テゴリーの内容と共通することが多く確

認できた。共通点が確認できたことから，

本研究では知的障害者に対する ICT の活

用方法をよりうまく収集することができ

たと考えられた。 

 本研究からは，先生は効果的に ICT の特

徴を把握して，知的障害者の効果的な教育

に用いていることが分かった。このように，

ICT は知的障害の障害を補うだけでなく，

より良く学ぶための有効なツールである。

特別支援教育に携わる先生は，本研究で明

らかになった機能を理解し，教育の中に効

果的に取り入れることが望まれる。Alper, 
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S. & Raharinirina, S. (2006)は，生徒の

ニーズとアシスティブテクノロジーのマ

ッチングをアセスメントすることの必要

性を指摘している。日本における特別支援

教育での ICT の今まで以上の導入に向け

ては，単に ICT 機器を授業の中で使うとい

う考え方ではなく，個々の生徒の持つニー

ズと，本研究で一部明らかになった ICT 

の機能を上手くマッチングさせるような

アセスメントを先生ができるようになる

ことが必要であると考えられる。 

その上で，この結果は，教育場面のみに限

定されず，就労支援など知的障害者の支援

においても有効な視点を提供すると考え

られる。本研究の調査協力者は特別支援教

育に携わる先生であった。日本では，特別

支援学校において，先生は，職業教育に関

する授業がある。この授業は，学校卒業後

の就職に向けて，働く上で必要な知識の獲

得と作業スキルの習熟を目指したもので

ある。また，特別支援学校では，生徒は，

一般企業での就職に向けた訓練を，実習な

どを通じて行っている。この実習では，実

習先の企業の従業員が訓練するだけでな

く，特別支援学校の先生も訓練のための援

助をしている。このような日本の学校での

職業教育おいて，ICT は，生徒の理解を助

け，具体的な作業スキル習得のための援助

方法として有効に活用されていた。この訓

練のための就労支援の本質は，「教える」

ということである。例えば，援助付き雇用

に携わるジョブコーチにとって重要なこ

とは，「わかりやすく教える」」ということ

である（Gold，1980）。本研究の結果も，

「教える」という点で，就労支援と共通す

る理念が存在している。よって，本研究の

結果は，教育だけでなく，就労支援におい

ても活用できる可能性がある。職場におけ

る知的障害者に対する支援技術の文献レ

ビューからも，支援技術が，職場の生産性，

案内，時間管理，タスクの遂行に関するパ

フォーマンスを向上させることが示され

ている（Morash-Macneil et al., 2018）。

この種の効果を持つことを前提に，知的障

害者の就労支援の技術もアップデイトし

ていくことが必要であると考えられる。 

 

E.結論 

 本研究では，知的障害教育に携わる特別

支援学校教員に対するインタビュー調査から

探索的に，ICT の活用及びテレワークに対

する認識を整理した。その結果，ICT 機器の

効果，テレワーク，教育の実施に向けた認識

が明らかになった。この結果から，今後のテ

レワーク支援に向けては，教育におけるその

充実，ICT 機器の効果的活用，そしてテレワ

ークに向けた素地づくり及び訓練が重要で

あると考えられた。特に，知的障害者のテレ

ワークでの勤務に向けては，単に従来の就

労支援に対する認識では十分ではなく，例

えば，テレワーク準備性とでもいえるような，

従来の職業準備性の概念を拡張し，スキル

内容として具体的に整理していくようなことの

検討も必要であると考えられる。また，知的

障害者においては，ICT 機器の活用による

利点だけでなく，例えば，困ったときの相談

や対処などの自律的に行動できるような職務

のマネジメントの側面を訓練したり，支援した

りすることが重要となると考えられる。今後は，

上記のような明らかになった側面を訓練する

ことや支援するためのテレワーク支援が特別

支援教育や福祉施設などにおいて実行され

ることが大切になってくるであろう。 

近年，ICT 機器の発展は目覚ましく，これを

活用することは，知的障害者にとっても社会

参加に求められる配慮としてだけでなく，社

会で主体的に活動するための有効なツール

となると考えられる。特に，このコロナのパン

デミックにおいては，密を避け，遠隔での教

育や支援をすることが求められている。しか

し，その一方で，知的障害に携わる先生や

支援者が，その対応に苦慮している現状に

ある。この研究で明らかになった視点は，こ

のような先生や支援者が，より容易に ICT を

用いた実践に取組むための視点を提供する

と考えられる。この ICT 活用した教育や支援

が一般的に活用され，知的障害の支援や教

育が改善されていくことが必要であると考え

られる。 

  
F．健康危険情報 

該当なし 

 

G.研究発表 

１．論文発表 
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令和３年度厚生労働省科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

(分担)研究報告書 

就労系障害福祉サービス事業所におけるテレワークによる就労の推進のための研究                     

（21GC1017）  

栃木県内のテレワークへの支援を実践する事業所の調査 

および就労支援に携わる支援者のテレワークへの認識に関する調査 

 

研究分担者 野﨑智仁  国際医療福祉大学・保健医療学部 

【研究要旨】 
 本研究は，地方地域における障害者へのテレワーク支援の実態を把握することを目的として，

栃木県内においてテレワーク支援を実践する事業所を調査した．また，同県内においてテレワー

クを普及させていくためには，どのような方略が必要であるかを検討するために，就労支援を実

践している支援者に対して調査を行い，テレワークに対する認識がどのようなものであるか明

らかにした．支援を実践する事業所として 2 事業所に対して参与観察による調査をした結果，支

援概要や支援者としての課題や地域としての課題などが明らかとなった．支援者へのインタビ

ュー調査では，医療機関や相談支援事業などに従事する支援者 4 名に対して半構造化面接によ

り調査を行った．「就労支援における ICT 実践内容」「支援者に必要な知識と技能」「テレワーク

が普及しない理由」「テレワークの課題」が大カテゴリーとして抽出された． 

 テレワークの普及には，支援内容の情報共有や，支援者の支援技能向上に向けた取り組みが必

要であることが示唆された。 

 

A.研究目的 

 本研究は，地方地域における障害者への

テレワーク支援の実態を把握すること，ま

た，同地域においてテレワークを普及させ

ていくためには，どのような方略が必要で

あるかを検討するための基礎資料となる

ことを目的とした． 

 COVID-19 の感染拡大とともに，全国的

に働き方が変革し，テレワークの広がりは

加速している．国土交通省によると，2020

年 12 月時点の都道府県別テレワークの利

用状況は，東京 30％，神奈川 24％，埼玉

22％，千葉 21%と，東京圏を中心に高い傾

向を示している（国土交通省，2021）． 

 障害者の就労支援においてもテレワー

クに関連する支援の導入が見られる．日本

職業リハビリテーション学会員を対象と

した調査では，「知的障害のある方の就労

支援をオンラインでするのは難しいと思

う」が 57.0％，「在宅就労になると，発達

障害などの特性による困難が増すと思う」

が 48.8％，「在宅就労になると，精神障害

などの症状が悪化すると思う」が 44.2％，

「高次脳機能障害のある方の就労支援を

オンラインでするのは難しいと思う」が

43.0％と，障害特性によっては導入の難し

さを感じている回答が見られたが， 障害

者雇用の在宅就労としてオンライン業務

の有効性は高いと思う」と回答したのは

70.0％と高い割合を示しており（山口ら，

2021），テレワークへの期待の高まりも感

じられる． 

 全国の就労系障害福祉サービス事業所

へ調査した結果では，緊急事態宣言が解除

されて数か月した調査時点であったが，全

体の 2 割が在宅でのサービス提供に取り

組み，在宅での生産活動を行っている事業

所も全体の 1 割あったと報告している．調

査時点では実施していなかった事業所で

も，今後実施を予定していると回答した事
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業所は約 13％あり，取り組みの更なる拡

大・展開も予期されるとも報告している

（山尾ら，2021）． 

 テレワークの導入による支援効果につ

いて，仕事を休みがちであった精神障害者

がテレワークによって「人の目を気にせず

に働けるようになった」と，人間関係の煩

わしさから離れ，マイペースで安定した就

労につなげる好機ととらえることも可能

であり，この働き方がさらに拡大すれば，

今まで働けなかった障害者の雇用機会を

広げていくチャンスにもなると報告され

ている（松岡，2021）．また，障害特性と

合わせ，テレワークが効果を示した事例と

して，就労意欲はあるが身体障害（心機能

障害）のため通所が困難な事例，コミュニ

ケーションの障害により対人関係の問題

があるため通所が困難な事例，体調に変動

がある精神障害のため通所が困難な事例

について，テレワーク訓練により就労が可

能となった報告がされている（青木ら，

2020）． 

 一方で，栃木県をはじめとして地方地域

においては，東京圏に比べるとテレワーク

は普及していない．総務省によると，テレ

ワーク実施状況は，1 回目の緊急事態宣言

時には 17.6％から 56.4％へと上昇し，そ

の後，緊急事態宣言解除後には低下するも

のの，2 回目の緊急事態宣言時には 38.4％

に再上昇し，大企業の導入により引き上げ

ていることを報告している（総務省，2021）．

中小企業が多い地方地域においては，労働

内容や経済的な企業体力などの影響もあ

り，導入が進まない状況がある．このこと

は，一般労働市場のみならず，障害者への

就労支援においても同様のことが推察さ

れる．地域に根ざして，一人一人と丁寧に

関わる支援を実践し，対面による対人交流

の重要さを見出している事業所も少なく

はないのではないだろうか．また，前述し

たように障害特性によってはテレワーク

が馴染まないという考えもあり，それを払

拭できる代償手段や技能は確立されてお

らず，導入に躊躇する支援者もいるのでは

ないだろうか．実際に，知的障害者への在

宅就労において，作業制度の低下，モチベ

ーションの維持や生活リズムの低下，家庭

関係の悪化といった事例もあり，しかしな

がら工夫しながら支援を実施する事業所

があることも同時に報告されている（若林，

2021）．高次脳機能障害では，その認知的

特性からテレワークへの従事は容易でな

いと報告がされている（後藤，2021）． 

テレワークの導入により就労支援の発

展や高い効果を示すことができる可能性

がありつつ，一方でその情報や技術，経験

が不足していることにより，普及が阻害さ

れているのではないかという仮説も考え

られる． 

本報告は，令和 3 年度厚生労働省科学研

究「就労系障害福祉サービス事業所におけ

るテレワークによる就労の推進のための

研究（21GC1017）」として，栃木県内にお

いてテレワーク支援を実践する 2 ヶ所の

事業所を調査した結果，また，就労支援を

実践する支援者 4 名へテレワークに対す

る認識について調査した結果について報

告をする． 

 

B.研究方法 

研究 1 テレワーク支援を実践する支援事

業所の調査 

１．対象者 

栃木県内においてテレワークの実践を

研修会等で報告している事業所，また本研

究が始まり研究者間の情報内において共

有された事業所を，調査対象の支援事業所

として選定した．条件により選定された支

援事業所は，以下の 2ヶ所であった． 

① NPO 法人チャレンジド・コミュニティ 

センター長 矢口真 氏 

② 株式会社ミンナのミライ 施設長 北

條春美 氏，支援員 鈴木理恵 氏 

 

２．調査時期 

 各支援事業所ともに，対象者への支援実

践場面への参与観察，支援者へのインタビ

ューを行い，それぞれ 2回ずつ調査を行う

こととした． 

① チャレンジド・コミュニティ：2021 年

6 月 30 日，2022 年 3 月 10 日 

② ミンナのミライ：2022 年 1 月 21 日，

3 月 7 日 

 

３．調査内容 

支援実践場面への参与観察，および対象
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者へのインタビューを実施．調査内容は，

事業所概要，支援概要，支援者に必要な知

識や技能，地方地域にテレワークを普及さ

せるために必要なことなどをもとに調査

をした． 

 

研究 2 就労支援を行う支援者へのテレワ

ークへの認識の調査 

１．対象者 

 栃木県内において就労支援を実践する

支援者も所属する栃木精神科作業療法ネ

ットワークの協力のもと，就労支援に従事

する支援者を選定した．条件により選定さ

れた支援者は，以下の 4 名であった． 

① 医療法人恵愛会 青木病院 作業療法

士 松坂伸行 氏 

② 特定医療法人清和会 鹿沼病院内 地

域活動支援センターせいわ 支援員 

有村宗洋 氏 

③ 一般社団法人 Bridge 代表 山口理貴 

氏 

④ NPO 法人那須フロンティア 就労支援

事業所喫茶店ホリデー 作業療法士 

木村友一 氏 

 

２．調査時期 

 以下の期間において，一人当たり 1～2

回，1 回あたり 1 時間程度のインタビュー

を実施した． 

2022 年 2 月 24 日～2022 年 3 月 4 日 

 

３．調査内容 

 対面またはオンラインによるインタビ

ュー調査を実施した．調査内容は，インタ

ビューガイドとして，現在支援で活用して

いる ICT 内容，テレワークに必要な支援者

の知識や技能，テレワークの課題，普及さ

せるために必要なこと，などを設定した．

インタビュー内容は，対象者の同意の上，

録音，録画をし，インタビューデータより

逐語録を作成し，分析した． 

 

４．倫理配慮について 

本調査の倫理審査については，研究代表

者が申請した高松大学研究倫理審査(令和

3 年 6 月 18 日付)の承認のもと実施をし

た． 

 

５．分析方法 

研究 1 については，支援実践場面を参与

観察により調査をし，エスノメソドロジー

分析を行った．また，インタビューデータ

を GTA により分析を行った． 

研究 2 については，インタビューデータ

を GTA により分析を行った． 

 

C.研究結果 

研究 1 

１）支援事業所の概要 

法人名： 

NPO 法人チャレンジド・コミュニティ 

事業所名： 

相談支援事業所いま・ここ， 

就労移行支援事業所とっと， 

就労継続支援 A 型事業所チャレンジド

IT センター， 

就労定着支援事業所めでぃ， 

自立訓練（生活訓練）事業所すばる， 

同行援護（居宅介護）事業所あいさぽ 

他（障害者総合支援法の事業のみ記載） 

テレワークの実施事業： 

就労継続支援 A 型事業所チャレンジド

IT センター 

業務の流れ： 

 会議室にて朝礼（支援者と通所者 6名

は会議室，オンライン上に通所者 2

名），体調報告，業務予定，勤怠管理

報告など 

 各自，所有する PC にて作業を実施（ビ

デオツール等の接続は無し） 

 勤務終了時間に終了（退勤管理表記載） 

業務内容： 

 HP 管理業務，デザイン，運営企画 

 データ入力（アンケート内容，経理情

報などの集計） 

 メールマガジンの編集，配信 

支援者による支援内容： 

 PC セッティング、メンテナンス 

 業務の選定，提供，進行管理 

 週 1 回または月 1 回出社した対象者

との面談，相談対応 

 

法人名： 

 株式会社ミンナのシゴト 

事業所名： 

 就労継続支援 A 型事業所ミンナのミラ
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イ 

 就労継続支援 B 型事業所ミンナのナカ

マ 

 （障害者総合支援法の事業のみ記載） 

テレワークの実施事業： 

 就労継続支援 A 型事業所ミンナのミラ

イ 

 ※サテライト型テレワークの形態 

業務の流れ： 

 オフィス内にて朝礼（共有事項、報告） 

 オフィスに設置されているノート PC

にて業務実施 

 退社時間に終了（退社報告） 

業務内容： 

 Instagram のフォロー数集計，ダイレ

クトメールの送受信対応 

 Twitter の予約登校設定 

 データ入力（スポーツチームや神社，

行政の顧客情報） 

 アノテーション（画像上のカテゴライ

ズ作業） 

 動画編集（テロップ入れ，サムネイル

作成） 

 Chatwork によるチーム内コミュニケ

ーション 

 Google スプレッドシートによるデー

タ共有，共同作業 

支援者による支援内容： 

 PC セッティング，メンテナンス 

 業務選定，提供，進行管理 

 個別相談対応 

 ICT リテラシー研修の実施 

 

2）インタビュー結果 

 2 つの事業所から，計 3名にインタビュ

ーを実施した。 

インタビュー時間は，NPO 法人チャレン

ジド・コミュニティ矢口氏とは1時間8分，

株式会社ミンナのシゴト北條氏とは 1 時

間 14 分，鈴木氏とは 2 時間 14 分であっ

た． 

インタビュー内容は，大カテゴリーとし

て「支援者に必要な知識と技能」「テレワ

ークの課題」「テレワークが普及しない理

由」が抽出された．（表 1） 

 
表 1 テレワーク支援事業所のインタビュー結

果 

大カテゴリー 小カテゴリー 

支援者に必要

な知識と技能 

 ネットワークに関する

最低限の知識 

 ICT リテラシー 

 業務内容について対

象者に頼られるのは

支援者であるため解

決方法の提案 

 タイピングなどの PC

スキル 

 納品前の最終的な確

認作業ができる能力 

 業務責任は支援者が

負うことが多い 

 対象者の日ごとの状

態像を捉える力 

 業務の選定と提供す

る能力 

 支援者自身が情緒を

安定させる 

テレワークの

課題 

 業務内容によっては高

いセキュリティ管理が

必要 

 売上単価が低く，量を

こなさないと仕事とな

らない 

 対象者自身の自己管

理能力が必要 

 仕事に夢中になり過

ぎるとワーカホリック

になる危険 

 オンラインで簡単に繋

がれる良さを活かすス

キルが労働者に求め

られる 

 孤立するリスク 

テレワークが

普及しない理

由 

 長く福祉畑で従事する

と抵抗があるか 

 対人関係が苦手な人

に向くという安易な考

えである 

 業務内容がテレワーク

に向いていない 

 設備費など初期投資

には負担がかかる 

 業務内容は 4 年先を

見据えて展開すべき
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だが，今を回転させる

ことに専念している 

 ICT スキルを学修す

るために有料の研修

に参加しているが，福

祉では研修は無料の

考えがある 

 業務の情報管理の不

安がある 

 

研究 2 

1）インタビュー結果 

 計 4 名にインタビューを実施した． 

インタビュー時間は，青木病院 松坂氏

とは 57 分，地域活動支援センターせいわ 

有村氏とは 32 分，Bridge 山口氏とは 41

分，就労支援事業所喫茶店ホリデー 木村

氏とは 28 分であった． 

インタビュー内容は，大カテゴリーとし

て「就労支援における ICT 実践内容」「支援

者に必要な知識と技能」「テレワークの課

題」「テレワークが普及しない理由」が抽

出された．（表 2） 

 
表 2 就労支援実践者のテレワークに関するイ

ンタビュー結果 

大カテゴリー 小カテゴリー 

就労支援にお

ける ICT 実践

内容 

 Zoom を使用した入

院患者への就労準備

訓練（社会資源の説

明，内職業務の進行管

理） 

 Zoom による支援者

間の会議 

 電話による相談支援

の増加 

 作業を在宅に持って

帰り取り組んでいる対

象者への環境調整支

援 

 Zoom による企業と

の連絡調整 

 Zoom による企業向

け研修会 

 メールによる相談支援

対応 

 在宅就労の対象者が

使用する teams の使

用方法の指導 

 オンライン上でのグル

ープワーク 

 zoom を用いた企業

交流会の開催 

支援者に必要

な知識と技能 

 PC やタブレットなど

のデバイスの知識 

 対象者の様子を捉え

る視点 

 対象者の変化を捉え

る観点 

 障害特性の理解と業

務とのマッチング 

 オンライン上のコミュ

ニケーションは齟齬が

生じやすいと認識して

関与の機会を意図的

に増やす支援 

 テレワーク業務の導入

は企業に任せる 

 生活の場での労働を

想定すると，環境調整

の知識と技術 

 企業側への障害特性

の明確な伝達 

 通信機器の情報習得 

 支援を行う場所の確

保と調整 

 視覚的情報の活用 

テレワークの

課題 

 対面会議であると開

始終了前後の僅か 10

分の意見交換が重要

だができない 

 生活リズムが乱れる可

能性 

 生活と仕事の線引き

が曖昧になる 

 通所することで生活リ

ズムを作っている対象

が多い 

 家庭内でネガティブな

状況がある対象者に

は向かない 

 対象者の雰囲気が察

しにくい 

 非言語的なコミュニケ

ーションが捉えにくい 

 障害者雇用を新規で
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始めようとする企業

は，対象者の人となり

を見極めて雇用する

傾向にあるため，進め

にくいか 

 どれだけ適する業務

が対象者にあるか見

極めが難しい 

 企業が対象者の困難

事を抱え込む 

 対象者の業務外の情

報（余暇活動など）が

企業と共有しにくい 

 安定した就労と見ら

れ，本質の課題がスル

ーされそう 

 オンラインだと，ちょっ

とした仕草が画角から

外れて捉えられない 

 会話にタイムラグが生

じる印象 

 体調管理について企

業が感じにくくなる 

 通所の中で把握して

いた作業分析が実施

しにくい 

テレワークが

普及しない理

由 

 会って仕事をするとい

う固定概念が支援者

にある 

 テレワークに向く業務

が地方に無い 

 支援者自身に馴染み

がない 

 作業を生み出す力量

が支援者にまだない 

 在宅で仕事をすると

想定するとハード面や

セキュリティ面で抵抗

があるか 

 栃木県では，障害者雇

用のみならず，そもそ

もテレワークが広がっ

ていない 

 支援者が抵抗を感じ

ている 

 企業が障害者雇用か

ら対象者との関りから

障害を学ぶ機会を失

ってしまう危惧 

 雇用ビジネスのように

利用される心配 

 テレワークを支援でき

る支援者の不足 

 医療、福祉であると生

活状況を把握する必

要性がある 

 仕事に向かい過ぎる

対象がいると考えて

いる支援者もいるか 

 

D.考察 

１．テレワークの支援経験有無に関する考

察 

 研究 1 では，テレワークの支援経験のあ

る 2 事業所より，支援内容や考えを調査し

た．この結果からは，例えば「テレワーク

の課題」では，「セキュリティ管理」や「生

産性」など，また「支援者に必要な知識，

技能」については，「ICT リテラシー」や

「業務選定」など，業務としての具体的な

課題について意見が述べられていた． 

研究 2 では，テレワークへの支援経験は

不足しており，これから行っていく可能性

がある支援者より，認識について調査をし

た．この結果からは，同様に「テレワーク

の課題」では，「情報共有のしにくさ」や

「コミュニケーションの取りにくさ」，「生

活リズムの乱れ」など，支援者側の困難さ

も交えた課題に関する意見が述べられて

いた． 

この差について，支援者の専門性など背

景の違いはあるかもしれないが，研究 2 の

結果から推察すると，あくまでもテレワー

クを導入したら課題として生じてくるの

ではないかという印象に基づく内容であ

る．つまり，実際にテレワークの支援に従

事すると，当初予想していたより問題化し

ない可能性も考えられる． 

しかしながら，実際に，テレワークを導

入したことにより，対象者の中には相談で

きない環境や生活リズムの変化による不

安感の増大や体調変化があったと報告さ

れている（全国就業支援ネットワーク，

2020）．テレワーク支援への経験によるも

のと楽観視はできないものの，テレワーク

に関する情報を得ることや，知識，技能を
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習得することによって解決が図れる課題

もあるものと考える． 

 

２．地方地域の障害者への就労支援にテレ

ワークが普及しないことに関する考察 

 研究 2 の結果より，「障害者雇用のみな

らず，テレワークが普及していない」や「テ

レワークに向く業務が地方に無い」という

ことは影響しているものと思われる．産業

種としても一次産業，二次産業が多く，障

害者の就労支援の作業媒体においても，現

場作業が中心であるのは確かである．この

作業内容を，テレワークに切り替えるとい

うことは難しいと考える支援者は多い可

能性がある． 

 一般的な障害者雇用においても，業務を

切り出す支援があり，これを参考にすると，

これまでの作業をそのままテレワークに

置き換えるというのではなく，これまでは

実施していなかった新たな業務を創出す

る支援が有効となるかもしれない．また，

テレワークの普及により，これまでは障害

者雇用が積極的に図れなかったかもしれ

ないオフィスワークにおいて，活性化する

可能性も考えられる．この場合には，地方

地域に所在する企業ではなく，首都圏など

の県外の企業から雇用され，これまでとは

異なる支援方法が求められるかもしれな

い． 

 また，研究 1 において，「普及しない理

由」として「ICT 技能習得のための有料研

修」や「初期投資」に関する意見があった

が，福祉領域においては研修参加や設備費

への補助金導入など，支援事業所が資金を

持ち出さなくとも運営できる方法が様々

に存在している．資金投入が必要であると

すると，このこと自体に支援者が抵抗を感

じ，テレワークの普及を阻害する可能性も

考えられる．研修運営や設備費などに対し

て，行政による公的資金の投入などが積極

的に行われると，この問題は大きなものと

はならないかもしれない． 

  

E.結論 

 本研究では，テレワークの経験の有無に

より，「就労支援における ICT 実践内容」「支

援者に必要な知識と技能」「テレワークが普

及しない理由」「テレワークの課題」が大カ

テゴリーとして抽出された．テレワークの

普及には，支援内容の情報共有や，支援者の

支援技能向上に向けた研修会の運営などの

取り組みが必要であることが示唆された。 

  
F．健康危険情報 

該当なし 

 

G.研究発表 

１．論文発表 

  なし 

２．学会発表 

  なし 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

  該当なし 

 ２．実用新案登録 

 該当なし 

 ３．その他 

 該当なし 
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本研究では、発達障害者が在宅就労支援プログラムを行う際に、就労移行支援事業所が

どのような支援方法や訓練を行っているのか、その現状について調査をすることを目的と

した。そこで、発達障害者へのテレワーク雇用に実績のある就労移行支援事業所の支援者

8 名（3 事業所）に対し回答を求めた。その結果、実際のプログラムの内容及び障害特性

に基づいた対応方法について明らかにすることができた。 

 

近年、障害特性に配慮した働き方としテ

レワークを導入する企業が多い。特に生ま

れながらの障害特性から環境との不適応さ

が生じやすい ASＤ者にとっては、このよ

うな働き方は今後の進路選択により良い影

響をもたらすことが期待できる。特にＡＳ

Ｄ者においては、環境との不適応さから不

安障害の併存率が高いことも指摘されてお

り、（Muris et a,1998）、これらの取り組

みが二次障害の併発を防ぐことが期待でき

る。 

そこで、今回の調査では、自閉スペクト

ラム症者（以下 ASD 者）を中心とする発

達障害者のテレワーク雇用への支援とし

て、特にオンラインを活用した在宅就労支

援について、どのような取り組みがなされ

るべきか、その基礎資料の作成を目的とし

ヒアリング調査を実施した。 

 

ヒアリング調査に同意を得た就労移行支

援事業所の支援者8名（3事業所）に対し回答

を求めた。また、就労移行支援事業所のスタ

ッフは発達障害を専門としており、在宅プ

ログラムの対象者についても発達障害もし

くは発達障害の特性を持った精神障害者で

あった。 

WEB（ZOOM）を使用した聞き取りによる調

査を実施した。 

研究対象者は、事前に郵送した本研究の

説明文書、同意書を読み、同意した上で研究

に参加した。また 同意後、同意書の記入を

求め、WEB（ZOOM）（配慮事項については4を

参照）にて、質問紙に沿って質疑をおこなっ

た。ヒアリングの時間は約60分とした。そし

て、インタビュー内容は対象者の同意の上、

録音し、インタビューデータより逐語録を

作成し、分析をおこなった。 
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インタビュー時のテキスト・音声及び映

像は、ZOOMによる機能を使った記録は一切

行わないようにした。音声はネットワーク

から切り離されたＩＣレコーダーで記録

し、第3者への漏洩を防ぐこととした。また、

録音を拒否された場合は、筆記にて記録を

残すこととした。ZOOMの使用については、

ミーティングに入る際はパスワードを設定

し、パスワードは厳重に管理することとし

た。研究の説明時点で、明らかになっている

ＺＯＯＭの脆弱性についてはわかりやすく

説明をした。以上の対応でもＺＯＯＭでの

調査に抵抗がある場合は電話での調査に変

更し、本研究の説明文を読み、同意したうえ

で研究に参加していただくよう配慮した。 

本研究は大妻女大学生命科学研究倫理審査

の承認を得た。（承認番号03－24） 

インタビューデータをGTAにより分析を行

い、カテゴリー化をおこなった。 

事業所では、就労移行支援事業所で実施

するプログラムの変更は行わず、現状のプ

ログラムを活かし、補完的な位置づけとし

て、オンライン（ZOOM）、電話、グーグルド

ライブなどを活用し、在宅就労支援プログ

ラム（表1,2参照）に取り組んでいた。 

対象者のほとんどが、発達障害の特性で

ある実行機能に困難さを抱えており、その

結果、時間管理に課題がみられた。そのた

め、インタビューでは、「障害特性」をカテ

ゴリーとして位置づけ、表3のようにどのよ

うな取り組みを行っているのかを明らかに

した。 
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本研究により、発達障害者の在宅就労支

援プログラムの実態を明かにすることが

できた。特に障害特性を想定したプログラ

ムの提供と個別に基づく介入が実施され

ており、個の特性に基づいた介入がなされ

ていた。これは在宅就労支援プログラムに

限らず、事業所内外プログラムでも同様で

あるが、これらから、本人の特性について

十分にアセスメントをしていく必要性に

ついても示唆された。そして、アセスメン

トについては、独自のシートを作成・活用

をしており、特に就労準備チェクリストの

ような基本的な生活スキルなど、就労スキ

ル以外の要素について丁寧に確認がなさ

れていた。 

 

ASD 者を中心とする発達障害者に対す
る在宅就労支援プログラムには、障害特性 
 

 
を想定した介入の必要性と就労スキル以
外の要素について具体的なアセスメント
を実施していくことが必要である。 

該当なし 

1.論文発表 
なし 
2.学会発表 
なし 

1.特許取得   該当なし 
2.実務新案登録 該当なし 
3.その他    該当なし 

1 ） Muris, P., Steerneman, P., 
Merckelbach, H., Holdrinet, I., & 
Meesters, C. （1998）Comorbid anxiety 
symptoms in children with pervasive 
developmental disorders. Journal of 
Anxiety Disorder, 12, 387-393 
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令和３年度厚生労働省科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

(分担)研究報告書 

就労系障害福祉サービス事業所におけるテレワークによる就労の推進のための研究                     

（21GC1017）  

高次脳機能障害者に対するテレワーク支援に関する研究 

 

研究分担者 北上 守俊 新潟医療福祉大学・リハビリテーション学部 作業療法学科 

【研究要旨】 
 本研究では，高次脳機能障害者に対するテレワークに向けた支援実態を明らかにすることを

目的とした．障害福祉サービス事業所へのインタビュー調査を実施した上で，高次脳機能障害者

のテレワーク支援に関して実態調査（157 施設）を行い 54 施設から回答（回収率 34.4％）を得

た．結果，COVID-19 感染拡大前に比し拡大後にテレワーク支援が増加していることが明らか

となった．また，50.0％の施設においてテレワーク支援が必要であるとの回答を認め，対象者の

身体機能やてんかん，家庭の事情（家族の介護）の影響から職場勤務ではなくテレワーク勤務を

希望する高次脳機能障害者は一定数存在することも示された．一方，テレワーク支援の情報や支

援機関，知識・技術の不足が顕著である実態も示唆された．今後，高次脳機能障害者のテレワー

ク支援の実践を蓄積し，体系化されたテレワーク支援を構築していくことが重要である． 

 
A.研究目的 

 新型コロナウイルス感染症（以下，

COVID-19）の影響により，障害者のテレ

ワーク支援の推進が求められている．しか

し，テレワークに向けた支援機関の支援の

在り方に関する実態は不透明な状況であ

る．本研究では，高次脳機能障害者に対す

るテレワークに向けた支援実態を明らか

にすることを目的とした． 
本報告では，新潟県内においてテレワー

ク支援を実践されている障害福祉サービ

ス事業所へのインタビュー調査と高次脳

機能障害者のテレワーク支援に関する実

態調査を行ったため，その結果を報告する． 
 

B.研究方法 

1．対象者 

1-1．インタビュー調査 

 新潟県内においてテレワーク支援を実

践している就労移行支援事業所 1 施設に

インタビューを行った． 
1-2．高次脳機能障害者のテレワーク支援

に関する実態調査 

 全国の高次脳機能障害支援拠点機関と

高次脳機能障害者に特化した障害福祉サ

ービス事業所，合計 157 施設に調査票を

送付した． 
2．調査時期 

2-1．インタビュー調査 

 2021 年 11 月 25 日 
2-2．高次脳機能障害者のテレワーク支援

に関する実態調査 

 2022 年 2 月 21 日～3 月 31 日 
3．調査内容 

インタビュー調査は，半構造化インタビ

ューを行い，実態調査は無記名自記式質問

紙調査法によるアンケート調査を行った．

調査票は就労移行支援事業所へのインタ

ビュー調査と先行研究（Brennan，Tindall，
＆Theodoros，2010；北上守俊・八重田淳，

2014；障害者職業総合センター，2014・
2016；川崎壽洋・篠原智代，2020；青木

真兵・川端信宏・藤田敦子ら，2021； PwC
コンサルティング合同会社，2021）を参照

し，調査項目を作成した． 
 
4．倫理配慮について 

なお本調査の倫理審査については，新潟
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医療福祉大学学長及び本学倫理審査委員

会の承認（承認番号：18793-220111）の承

認を経て実施した． 
5．分析方法 

インタビュー調査は「事業所の概要」，

「テレワークにおけるメリットとデメリ

ット」，「テレワークで求めあれる能力」を

中心に内容分析を行った．高次脳機能障害

者のテレワーク支援に関する実態調査は，

度数分布等の単純集計で処理を行った． 
 

C.研究結果 

1．インタビュー調査 

1-1．事業所の概要 

 特例子会社として就労移行支援事業

を展開している． 
 従業員数：12 名（うち障害者 9 名）  
 利用定員：25名（1日利用者数 20名） 
 利用者の 75％程度は在宅訓練，それ

以外は通所または在宅と通所のハイ

ブリット形式での利用も数名いる． 
 障害種：精神障害と発達障害が大半，

高次脳機能障害が数名，神経難病（パ

ーキンソン病）も 1 名利用している． 
 利用者地域：新潟市内の利用者が多い

が，僻地や離島の利用も徐々にみられ

始めている． 
 利用経緯：相談支援事業所や障害者就

業・生活支援センターから利用につな

がるケースが多い． 
 男女比：半々程度．他の事業所より女

性の利用者が多い． 
 利用時の服装は，特別指定はない．各

利用者 1 週間 1 回程度は個別面談を

行っている． 
 主な訓練内容 
 セルフマネジメント，ディスカッション

（1 つのテーマに対し利用者でディスカ

ッションを行う．ファシリテーターや書記

等は基本利用者が行う），IT スキル（エク

セル，ワード等）等 
1-2．テレワークにおけるメリットとデメリ

ット 

（1）メリット 

 福祉サービス事業所が少ない僻地や

離島において就労を目指す方にとっ

て在宅訓練は有用である． 
 通所では安定して利用が困難な利用

者において，リモートでのサービス利

用の方の負担が少なく安定して利用

できる対象者は一定数いる． 
（2）デメリット 

 パソコンの起動や Zoom の操作等が

困難な方はサービス利用につながら

ないことがある． 
 長時間パソコンに向かっているため，

肩こりや目の疲れ等が生じやすい． 
 職場に対する帰属意識が薄いと感じ

る方が一定数いる． 
1-3．テレワークで求めあれる能力 

 自発的なコミュニケーション能力 
 分からない点も質問したり，業務の進捗

を報告するなど 
 体調管理や生活リズムの構築 
 移動範囲が狭くなるため，意識的に運動

したり，生活リズムが崩れないように意識

することが必要である． 
 職場環境の整備 
 支援者と相談しながら長時間パソコン

業務ができる環境を整備（椅子や机など）

する必要がある利用者も一定数いる． 
2．高次脳機能障害者のテレワーク支援に

関する実態調査 
 157 施設の内，54 施設から回答（回収

率 34.4％）を得た． 
2-1．基本属性 

 回答施設（複数回答あり）のサービス提

供分類として，医療機関 54 施設，就労移

行支援事業所 6 施設，就労継続支援 B 型

１施設）であった． 
2-2．COVID-19 感染拡大前後のテレワ

ーク支援経験の有無 

COVID-19 感染拡大前（2019 年 12 月

以前）はテレワーク支援経験「あり：6 施

設（11.1%），なし：48 施設（88.9％）」，

COVID-19 感染拡大後（2020 年 1 月以降）

のテレワーク支援経験「あり：22 施設

（40.7％），32 施設（59.3％）」で，COVID-
19 感染拡大前に比し拡大後の方が有意に

テレワーク支援を多く認めた（χ2(1)=  
10.848，Phi=0.317，p<.01）． 
2-3．テレワーク支援の必要性と困難感 

 高次脳機能障害者に対するテレワーク

支援の必要性については「かなりある：12
名（22.2％）」，「ややある：15 名（27.8％）」，
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「どちらともいえない：19 名（35.2％）」

で，「かなりある」と「ややある」を合わ

せると 50.0％が必要であるとの回答であ

った． 
テレワーク支援の実施又は導入の困難

感に関しては「かなりある： 22 名

（40.7％）」，「ややある：19 名（35.2％）」，

「どちらともいえない：8 名（14.8％）」

で，「かなりある」と「ややある」を合わ

せると 75.9％が実施又は導入に困難を感

じていた． 
2-4．テレワーク支援実践における障壁 

 テレワーク支援を実践していく上での

障壁について回答を得た．主な回答結果は

「個人のパソコンを所有している高次脳

機能障害者が少ない：とてもそう思う 8 名

（14.8％），そう思う 19 名（35.2％），ど

ちらともいえない 16 名（29.6％）」，「就労

支援者が高次脳機能障害者のテレワーク

支援の知識・技術が乏しい：とてもそう思

う 10 名（18.5％），そう思う 23 名（42.6％），

どちらともいえない 17 名（31.5％）」，「高

次脳機能障害者のテレワーク支援を実践

している支援機関が少ない：とてもそう思

う 16 名（29.6％），そう思う 28 名（48.1％），

どちらともいえない 10 名（18.5％）」，「高

次脳機能障害者のテレワーク支援に関す

る情報が少ない：とてもそう思う 17 名

（31.5％），そう思う 31 名（57.4％），ど

ちらともいえない 3 名（5.6％）」であった
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（表 1）． 
2-5．テレワーク支援実践時の対処能力 

 テレワーク支援実践時の対処能力 10 項

目を自己評価にて回答を得た．その結果，

対処能力（自己評価）の高い上位 3 項目は

「精神機能（感情・気分，意欲）のアセス

メントや援助・助言・指導：とてもよく出

来る 0 名（0.0％），まあ出来る 26 名

（48.1％）」，「生活管理（栄養・睡眠・休

憩の取り方など）のアセスメントや援助・

助言・指導：とてもよく出来る 4 名（7.4％），

まあ出来る 22 名（40.7％）」，「代償手段

（メモ，工程表）の獲得状況に関するアセ 
 
 
スメントや援助・助言・指導：とてもよく

出来る 2 名（3.7％），まあ出来る 23 名

（42.6％）」であった．一方，対処能力（自

己評価）が低い下位 3 項目は「身体機能の

アセスメントや援助・助言・指導：あまり

出来ない 14 名（25.9％），全然出来ない 4
名（7.4％）」，「ICT スキルのアセスメント

や援助・助言・指導：あまり出来ない 13
名（24.1％），全然出来ない 5 名（9.3％）」，

「作業環境（机の高さ，座位・立位姿勢な

ど）のアセスメントや援助・助言・指導：

あまり出来ない 15 名（27.8％），全然出来

ない 4 名（7.4％）」であった（表 2）． 
2-5．テレワーク勤務を選択した理由 

 テレワーク支援経験の中で対象者がテ

レワーク勤務を希望された理由について

回答を得た．特に回答数が多かった項目は

「身体機能による影響：とても当てはまる

2 名（8.7％），まあまああてはまる 5 名

（21.7％）」，「てんかんによる影響：とて

もよく当てはまる 1 名（4.3％），まあまあ

当てはまる 4 名（17.4％）」，「家庭の事情

（家族の介護）による影響：とてもよく当

てはまる 1 名（4.3％），まあまあ当てはま

る 4 名（17.4％）」，「ICT（情報通信技術）

スキルが高くテレワークの方がマッチし

ている：とてもよく当てはまる 1 名

（4.3％），まあまあ当てはまる 4 名

（17.4％）」であった（表 3）． 
2-6．テレワーク勤務開始後に生じた問題

点 

 テレワーク支援経験の中で対象者がテ

レワーク勤務開始後に生じた問題につい

て回答を得た．特に回答数が多かった項目

は「新しいことを覚えるのが難しい：とて

もよく当てはまる 4 名（17.4％），まあま

あ当てはまる 8 名（34.8％）」，「作業がな

かなか進まない：とても当てはまる 3 名

（13.0％），まあまあ当てはまる 9 名

（39.1％）」，「考え方や作業内容の変更が

必要な場合に，なかなか変えられない：と

ても当てはまる 2 名（8.7％），まあまあ当

てはまる 9 名（39.1％）」等であった． 
 
D.考察 

 本研究より COVID-19 感染拡大後

（2020 年 1 月以降），高次脳機能障害者

に対するテレワーク支援数が増加してい

ることが示された．また，高次脳機能障害



46 
 

者に対するテレワーク支援の必要性は少

なくなく，対象者の身体機能やてんかん，

家庭の事情（家族の介護）の影響から職場

勤務（通常勤務）ではなくテレワーク勤務

を希望する高次脳機能障害者は一定数存

在することも明らかとなった．一方で，テ

レワーク支援の実施又は導入の困難さを

感じている支援者は多く存在し，テレワー

ク支援の情報や支援機関，知識・技術の不

足が顕著である実態が示された．本研究で

は，特に身体機能や ICT スキル，作業環

境（机の高さ，座位・立位姿勢など）のア

セスメントや援助・助言・指導に関して対

処能力が自己評価として低い傾向が示唆

された． 
これまでにもテレワークに対する支援

者の継続的な教育の必要性は指摘されて

おり（Huber，2018），今後高次脳機能障

害者のテレワーク支援の実践を蓄積と継

続的な支援者の育成により，体系化された

テレワーク支援を構築していくことが重

要である． 
 
E.結論 

 高次脳機能障害者に対するテレワーク

支援を必要としている対象者（身体機能や

てんかん等による影響）は一定数存在する

ことが明らかとなった．一方で，テレワー

ク支援の情報や支援機関，知識・技術の不

足が顕著である実態が示された．今後，高

次脳機能障害者に対するテレワーク支援

の実践を蓄積していくことが必要である． 
 
F．健康危険情報 

該当なし 
 
G.研究発表 

1．論文発表 
   なし 

2．学会発表 
  なし 
 

H.知的財産権の出願・登録状況 

 1．特許取得 該当なし 
 2．実用新案登録 該当なし 
 3．その他 該当なし 
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(分担)研究報告書 

就労系障害福祉サービス事業所におけるテレワークによる就労の推進のための研究                

（21GC1017）  

てんかんのある当事者に関するテレワーク研究 

 

研究分担者 藤川真由 東北大学病院てんかん科 

【研究要旨】 
 本研究では、てんかんのある当事者のテレワーク就労の実態を明らかにし、テレワーク支援に

必要な知見を収集することを目的とした。先行研究の系統的レビューより、てんかんのある当事

者の就労促進の要因の一つが「職場環境」であることから、テレワークという就労形態の可能性

が見出された。当事者のテレワークの雇用実態のある企業や支援実態のある就労支援事業所な

どは未だ限定的であるが、次年度の具体的な事例の量的・質的調査の実施により、今後のてんか

んに特化したテレワーク就労支援マニュアルの作成が充実することが示唆された。 

 

A.研究目的 

 本研究は、てんかんのある当事者のテレ

ワーク就労の実態を明らかにし、テレワー

ク支援に必要な知見を収集することを目

的としている。障害者のテレワーク支援に

関する研究は、近年注視されているが、個

別の障害特性を踏まえた報告は少ない。 

 てんかんは、有病率１％（100 人に一人）

のありふれた脳神経疾患であり、「脳の病

気であり、てんかん発作を繰り返す状態と、

その状態がもたらす、神経生物学的、認知

的、心理的、社会的な帰結を特徴とする」

と定義される（Fisher et al.，2015）。てんか

んがある人の就労支援においては、行政区

分状は精神障害に内包され支援される一

方で、てんかんに付随する様々な合併障害

のある人も多いため、身体障害や知的障害

の枠組みでも当事者への支援が提供され

ている。そのため、てんかんという疾患特

性や機能特性に限局して支援状況を調査

することが少なく、実態が明らかでない場

合が多い。また、てんかんの特性として、

一時的なてんかん発作のみで継続的な症

状のない人や、合併障害のない人が多くい

る。その場合、当事者本人が障害者就労支

援の枠組みによる支援を希望せず、一般就

労をしている場合もある。そのため、当事

者の就労における課題が必ずしも如実に

明らかでない事が多く、課題が残る。よっ

て、てんかんの当事者への就労支援の実態

や有効な支援についての研究報告は国内

外において未だ少なく、調査ニーズは高い。 

 先行研究の系統的レビュー（植田ら、

2019）では、原著論文（n=131）において、

てんかん患者の就労に与える要因は、発作

関連因子（発作頻度、発症年齢）のみなら

ず、心理的因子（i.e., 抑うつ、てんかん

セルフ・スティグマ）や環境的因子（i.e., 

就労支援の有無、職場環境）、そして属性

（i.e., 教育年数、性別）などの心理・社

会的因子も重要であることが判明した。就

労への心理社会的側面の影響が指摘され

る一方で、両者の関連を調査した研究が少

ないことも課題として挙げられた。さらに、

先行研究のアウトカム指標に用いられて

いるのは、就労率が群を抜いて最も多く、

就労形態や賃金、職務の質、職場環境、離

職に関する情報が不足しているも明らか

になった。 

 この中で特に注目すべきは、「職場環境」

がてんかんのある人の就労に影響すると

いう結果である。具体的には、病名開示の

しやすさや周囲の疾病理解、てんかん発作

への周囲の対応などである。また、テレワ

ークを含む就労形態に関してもエビデン

スが不足している。このレビューを受け、
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テレワークという一つの働き方が、てんか

んのある人の職場環境を向上し、就労の質

の向上に資するのではないかという仮説

が立てられた。 

 本事業では、先に述べた課題を克服すべ

く、研究 Iや II、III において、大規模調

査の障害区分の項目に「てんかん」を加え、

実態の把握を試みている状況である。研究

I の結果では、てんかんのある当事者のうち

企業で雇用されている企業は、一般企業で

は 9.5%（2 社）、特例子会社では 30.2%（29

社）、一般企業雇用率 250 位内の会社では

30.0%（6 社）であった。 

 本報告では、研究 I においててんかんの

ある人に限局した結果を踏まえて、進めら

れている研究計画を述べる。まず、研究協

力者として二名のてんかんのある当事者

の就労に関する専門家を招聘し、研究計画

を協議した： 

青栁智夫氏（明治学院大学 非常勤講師）、 

浪久悠氏（国立病院機構久里浜医療センタ

ーリハビリテーション科作業療法士長）。 

 次に、研究対象の選定についてであるが、

まず研究 I〜III の大規模調査により、て

んかん事例の抽出を行う。その結果をもと

に、企業調査では、在宅就労を推進する企

業や、てんかんの当事者の雇用を公開して

いる企業を、就労事業所では就労移行支援

事業所や就労継続支援 A 型事業所を中心

に進めることとした。その中で、研究参加

の同意のある当事者へのインタビュー調

査も行うこととした。 

 さらに、研究 V のテレワーク就労支援マ

ニュアルの作成において、てんかんに特化

した課題となりうる事項の仮説を立てた。

具体的には、テレワーク時にてんかん発作

が起こった場合の対応などの労働災害に

関する事項や、労務契約の内容、労働規約

チェックリストツールの作成などが挙げ

られた。 

 最後に、本研究結果の報告方法に関して

は、日本職業リハビリテーション学会の自

主ワークショップや、日本てんかん協会の

機関誌「波」における特集企画を組むこと

を議論した。以下に具体的な研究計画を示

す。 

 

B.研究方法 

１．対象者  

 全国のてんかんのある当事者の就労支

援に特化した障害福祉サービス事業所、て

んかんの当事者をテレワーク雇用してい

る企業、及び、テレワーク就労をしている

てんかんのある人。 

２．調査時期  

2022 年 5 月以降順次開始。 

３．調査内容 

調査内容は、自記式質問紙調査法によ

る量的なアンケート調査と質的なインタ

ビュー調査を設定した。 

４．倫理配慮について 

 なお本調査の倫理審査については、東北

大学医学系研究科倫理委員会の研究倫理

審査の申請中であり、承認を経て実施する

予定である。 

５．分析方法 

 実態調査は、度数分布などによる単純集

計を予定している。またインタビュー調査

においては、質的データを内容分析により

まとめる予定である。 

 

C.研究結果 

 研究 I において、てんかんのある人に限

局した調査結果を抽出した。結果、てんか

んのある当事者を雇用している企業は、一

般企業では 9.5%（2 社）、特例子会社では

30.2%（29 社）、一般企業雇用率 250 位内

の会社では 30.0%（6 社）であった。 

 

D.考察 

 研究 I の企業調査では、先行研究と同

様、てんかんの当事者を雇用している企業

は一定数あるものの少なかった。一方で、

障害者雇用体制の進む特例子会社や一般

企業雇用率 250 位内の企業では約 3 割の

企業にて、てんかんの当事者の雇用実績が

あった。これらの企業が明らかになったこ

とで、今後、テレワークをてんかんの当事

者へ推進する企業や、てんかんの当事者の

雇用を公開している企業へのさらなる追

跡調査やインタビュー調査を実施しやす

くなった。また、就労事業所でのてんかん

の当事者へのテレワーク支援については、

就労移行支援事業所や就労継続支援 A 型

事業所を中心に進めることでより有用な

結果が得られると判断した。その中で、研
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究参加の同意のある当事者へのインタビ

ュー調査も行うこととした。 

 また、次年度は、研究 II、III において、

大規模調査の障害区分の項目に「てんかん」

を加え、実態の把握を試みる。 

 さらに、研究 V のテレワーク就労支援マ

ニュアルの作成において、てんかんに特化

した課題となりうる事項の仮説を立てた。

具体的には、テレワーク時にてんかん発作

が起こった場合の対応などの労働災害に

関する事項や、労務契約の内容、労働規約

チェックリストツールの作成などが挙げ

られた。 

 最後に、本研究結果の報告方法に関して

は、日本職業リハビリテーション学会の自

主ワークショップや、日本てんかん協会の

機関誌「波」における特集企画を組むこと

が有用であると考えられた。 

E.結論 

 てんかんのある人の雇用において、先行

研究では「職場環境」が就労推進の有用な

因子とされていた。研究 I の結果から、障

害者雇用体制の実績のある特例子会社や

一般企業雇用率 250 位内の企業では約 3

割の企業にて、てんかんの当事者の雇用実

績があった。今後，さらに当事者らのテレ

ワークの実態を企業、支援事業所、そして

当事者から把握し、今後のテレワークの推

進に向けたマニュアル作成をすることは

有用であると考えられた。 

 

F．健康危険情報 

該当なし 

G.研究発表 

該当なし 

H.知的財産権の出願・登録状況 

 １．特許取得 該当なし 

 ２．実用新案登録 該当なし 

 ３．その他 該当なし 
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令和３年度厚生労働省科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

(分担)研究報告書 

就労系障害福祉サービス事業所におけるテレワークによる就労の推進のための研究                     

（21GC1017）  

発達障害・精神障害の障害特性とテレワークの適性に関する研究 

 

研究分担者 清野 絵  国立障害者リハビリテーションセンター・研究所 

【研究要旨】 
 本研究では，就労系障害福祉サービス事業所におけるテレワークによる就労を推進するため

の基礎資料として，発達障害と精神障害の障害特性とテレワークの適性に関する研究動向を明

らかにすることを目的とした。研究方法は，文献レビューとした。その結果，テレワークにおい

てはメンタルヘルスの向上や維持に留意する必要が示唆された。そして，新型コロナウイルス感

染症の感染拡大後，我が国においては，①障害者の生活面でのオンライン化や就労場面でのテレ

ワークが増加，②就労系障害福祉サービス事業所の在宅でのサービスや訓練のオンライン化が

増加，③障害者の雇用や健康状態にネガティブな影響があったことが示唆された。さらに，国内

外の研究から，テレワークにおいて，発達障害や精神障害の障害特性自体は除外基準にはならず，

通常の就労支援と共通する職業的な能力や課題，環境の評価，必要な配慮の程度の評価と調整等

が重要となることが示唆された。また，障害特性ごとの課題や支援については，特に発達障害者

の自宅やビデオ通話での作業における認知的負荷の課題や，そのための対処が報告されており，

そのような，認知機能に関する課題の解消には，管理者側の対処が必要であることが示唆された。 

 

A.研究目的 

 本研究は，障害者の自立と社会参加の促

進に寄与するため，就労系障害福祉サービ

ス事業所におけるテレワークによる就労を

推進するための知見の収集，支援マニュア

ルの作成と普及，人材育成のための研修プ

ログラムの開発を行うための基礎資料とし

て，障害特性とテレワークの適性に関する

研究動向と先行研究の知見を明らかにする

ことを目的とする。なお，本研究では，障

害特性のうち主に発達障害と精神障害につ

いて明らかにする。 

本報告では，障害特性とテレワークの適

性に関する先行研究の国内および海外の文

献レビューの結果を報告する。なお，本報

告では，テレワークを在宅勤務や在宅就労

を含む職場以外での働き方と定義する。ま

た，就労系障害福祉サービスの在宅訓練や

在宅サービスについてもテレワークの一形

態と捉えてレビューの対象とする。 

 

B.研究方法 

１．国内における先行研究の文献レビュー 

１－１．方法・対象 

日本における障害特性とテレワークの適

性の研究の動向を明らかにするため，日本

語の文献についてデータベース検索および

ハンドサーチを行い探索的に文献を抽出

し，文献レビューを行った。 

 

１－２．データベース・検索用語 

データベースは，CiNii（国立情報学研究

所）を使用した。検索用語は，（（障害者 

OR 発達障害 OR 精神障害） AND （テ
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レワーク OR リモートワーク OR 在宅就

労））とし，全文検索を行った。さらに抽

出された文献の引用文献，独立行政法人高

齢・障害・求職者雇用支援機構の報告書，

日本職業リハビリテーション学会の学会誌

「職業リハビリテーション」からハンドサ

ーチを行った。抽出された結果について，

タイトルと要約から目的と合致する文献を

精査した。次に，本文から内容を確認し，

レビューする文献を決定した。 

 

2．海外における先行研究の文献レビュー 

２－１．方法・対象 

 海外における障害特性とテレワークの適

性の研究動向を明らかにするため，英語文

献についてデータベース検索およびハンド

サーチを行い探索的に文献を抽出し，文献

レビューを行った。 

 

２－２．データベース・検索用語 

データベースは，Pubmed（米国国立医

学図書館内の国立生物科学情報センター）

を使用した。検索用語は，大きく分けて①

障害者のテレワークと技術に関するもの，

②障害特性とテレワークに関するもの，③

認知特性とテレワークに関するものとし，

タイトルと要約を対象に検索を行った（詳

細は表 1 参照）。さらに，抽出された文献

の引用文献からハンドサーチを行った。抽

出された結果について，タイトルと要約か

ら目的と合致する文献を精査した。次に，

本文から内容を確認し，レビューする文献

を決定した。 

 

３．倫理配慮について 

 本研究は，公表されている資料を用いた

文献レビューであり，個人情報を対象とし

ていないため，倫理面への配慮が必要な研

究には該当しない。 

 

C.研究結果 

１．国内における研究動向 

１－１．検索結果 

データベース検索の結果，75 件の文献

が抽出された。そのうち，最終的な抽出数

は 6 件であった。そこに，ハンドサーチに

より抽出した文献を加え，内容を精査し整

理した。 

 

１－２．研究動向 

（１）テレワーク支援の変遷 

 障害者のテレワークについては，1980

年代から報告が見られるが，それは通勤が

困難な重度身体障害者を対象としたもので

あった（東京コロニー，1982・身体障害者

雇用促進協会，1985）。堀込（2021）は，

テレワークについて，1990 年代半ばに雇

用保険の要件や雇用率の適用の明確化，イ

ンターネットの普及を背景に特例子会社を

中心に少しずつ始まったと報告している。

その後，2006 年の「障害者の雇用の促進

等に関する法律（障害者雇用促進法）」の

改正の際に，自営型のテレワークを活用し

た「在宅就業障害者支援制度」が創設され

た。さらに，2012 年に「障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（障害者総合支援法）」の就労継続支

援事業（A 型，B 型）でも在宅でのサービ

ス利用が制度化されている。 

（２）新型コロナウイルス感染症とテレワーク 

新型コロナウイルス感染症（以下，

COVID-19）の感染拡大によりテレワーク

が増加している（これからのテレワークで

の働き方に関する検討会，2020・パーソル

チャレンジ株式会社，2020a）。そのような

実態に対応して関連の学術誌で特集が組ま

れた。たとえば，2021 年の「新ノーマラ

イゼーション」誌の特集「リモートワーク

の広がり」や，同年の「職業リハビリテー

ション」誌の特集「テレワーク，遠隔支援

と ICT・支援機器」や「コロナ禍における

職業リハビリテーション」，同年の「発達

障害研究」誌の特集「新型コロナウイルス

感染症の影響の現状と今後の課題」等であ
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る。 

その中で，若林（2021）は，COVID-19

の影響から考えられる職業リハビリテーシ

ョンの研究課題を整理している。そのう

ち，テレワークと関連していると考えられ

るものとしては，次のものが挙げられる。

それは，就労系障害福祉サービス事業所に

おける，効果的なオンラインでの相談，効

果的なオンラインでの訓練，効果的なオン

ラインでの職場開拓，効果的なオンライン

でのフォローアップ，非接触的な活動が促

進されることで生じる課題の低減である。 

（３）COVID-19 感染拡大以後のテレワーク

の実態 

①障害全般 

（ア）職業リハビリテーションの利用者 

山口ら（2021）は，職業リハビリテーシ

ョンの支援者を対象に COVID-19 の影響に

ついて調査した。それによれば，支援対象

者へのネガティブな影響は，雇用継続，収

入，健康状態，就職活動の全てで「やや影

響がある」が最も多かった。また，「非常

に強い影響がある」だったのは，雇用継続

が 16％，収入が 14％，健康状態が 18％，

就職活動が 34％であり，一部の支援対象

者には強い影響があったことが伺える。 

次に，同報告で支援実践への影響につい

て，テレワークや健康状態と関連するもの

としては次が報告された（山口ら，

2021）。それは，「当てはまる」の割合が，

「対象者の心理的に不調をきたした」が

72.9％，「対象者の生活リズムに不調をき

たした」が 72.6％，「当事者との面談にお

いて，ビデオ通話やオンライン会議システ

ムを利用することになった」が 57.0％であ

った。この項目でも，支援対象者の健康状

態の悪化を示唆された。また，職業リハビ

リテーションにおいてオンライン化が進ん

だ状況が伺える。 

（イ）就労系障害福祉サービスの利用者 

PwC コンサルティング合同会社（2021）

の調査によれば，就労系障害福祉サービス

事業所の在宅サービスは COVID-19 感染拡

大以前が 3.3％，以後が 9.4％であった。ま

た，在宅訓練は COVID-19 感染拡大以前が

20.6％，以後が 57.9％であった。ともに感

染拡大以後に倍以上増加している。また，

同調査によれば，在宅サービスを提供した

利用者の主な障害種別は，多い順に精神障

害 44.7％，知的障害 20.9％，身体障害

19.5％，発達障害 9.0％，内部障害 0.6％で

あった（山尾ら，2021）。 

（ウ）就業者 

パーソルチャレンジ株式会社（2020a）

の企業調査によれば，COVID-19 により障

害のある社員に実施した雇用施策の変更や

特別措置で最も多かったのは，「テレワー

クを導入し，在宅勤務とした」で 27.3%で

あった。 

パーソルチャレンジ株式会社（2020b）

による就業中の障害者に対する調査では，

「完全在宅勤務」と「在宅勤務とオフィス

勤務の併用」が 51.6%であり，半数以上の

障害者がテレワークを行っていた。 

障がい者総合研究所（2021）の調査によ

れば，障害者が勤務先でテレワークを実施

している割合は 59％であった。テレワー

クを利用している人のテレワークの頻度

は，最も多かったのは「週に 3～4 日」で

34％であった。 

②発達障害 

国立障害者リハビリテーションセンター

（2021）は COVID-19 の発達障害者への影

響を調査した。それによれば，発達障害者

の約 8 割がオンライン化を経験しており，

約 6 割以上が何らかの困難を感じていた。

発達障害者が対面のオンライン化で難しか

ったことは「どのタイミングで発言すれば

よいのか，よくわからなくて戸惑う」が

46％，「相手の話に集中しにくい（画面に

映っている物が気になってしまうなど）」

が 29％，「3 人以上になると，誰が話をし

ているのか，よくわからなくて戸惑う」が

29％，「ふだんより，言われたことを理解
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するのに時間がかかる」が 22％，「画面に

向かって話すこと自体に抵抗がある」が

20％であった。 

（４）障害特性とテレワーク 

①障害全般 

障害特性とテレワークについて，清野

（2021）は，テレワークや遠隔支援と関連

する ICT（情報通信技術）と支援機器の研

究について，身体障害を対象としたものが

多く，発達障害や精神障害を対象としたも

のが少ないことを報告している。 

前述した山口ら（2021）は，同調査で職

業リハビリテーションの支援者に支援の考

えについて報告している。それによれば，

テレワークと関連した項目で，同意できる

と回答した割合は，下記であった。「これ

まで連携していた以外の遠隔地域の事業者

とオンラインを活用した支援が容易になる

と思う」が 74.6％，「職業訓練指導におい

てオンデマンド形式の動画教材があれば利

用したいと思う」が 73.3％，「障害者雇用

の在宅就労としてオンライン業務の有効性

は高いと思う」が 70.0％であった。オンラ

イン化やテレワークへの期待が高いことが

伺える。 

山口ら（2021）は，障害特性と関連した

項目についても報告している。それによれ

ば，同意できると回答した割合は，就労支

援をオンラインでするのは難しいと考えら

れているのは，知的障害者が 57.0％，高次

脳機能障害者が 43.0％，発達障害者が

33.9％，精神障害者が 29.3％，身体障害者

が 13.3％であった。発達障害，精神障害

は，身体障害と比べるとオンラインでの支

援が難しいと考えられる割合が多かった。

次に，同意できると回答した割合は，「在

宅就労になると，発達障害などの特性によ

る困難が増すと思う」が 48.8％，「在宅就

労になると，精神障害などの症状が悪化す

ると思う」が 44.2％，「在宅勤務の導入で

通勤負担が減るので，特に精神障害や身体

障害のある方にとっては好都合だと思う」

が 46.7％であった。テレワークにより発達

障害者や精神障害者への課題が懸念される

とともに，精神障害者については通勤負担

軽減のメリットも考えらえることが示唆さ

れた。 

②発達障害 

発達障害について，岡（2021）は，知的

障害や一部の発達障害のように認知機能に

困難のある人のテレワークの困難さを指摘

している。同時に認知機能に関する課題の

解消は，本人側ではなく管理者側の課題で

あるとして，課題の解消を下記の 4 つに整

理した。それは，「本人の認知能力の範囲

内で遂行可能な課題を中心とする（課題難

度調整）」「本人の認知的負荷を下げるため

の作業／コミュニケーション環境整備をす

る（物理的環境整備）」「本人の認知的負荷

を下げるための補助スタッフを置く（人的

環境整備）」「本人の認知的負荷を下げるた

めの規則や手続きの整備をする（規則・手

続き整備）」である。そして，これらの 4

つの支援について，テレワークの際に，認

知機能の困難を補うのに有効と考えられる

支援技術を先行研究（岡ら,2010・Morash-

Macneil et al, 2018・Devi and Sarkar, 2019・

Gillespie, 2012）を参考に整理している。そ

れは，自宅レベルでは入力，出力，プロセ

スに関する技術，チームレベルではコミュ

ニケーションと管理に関する技術，コミュ

ニティレベルでは移動と活動に関する技術

であった。 

③精神障害 

精神障害者について，山岡（2013）は，

精神障害者の在宅就労を支援する就労系障

害福祉サービス事業所等について報告して

いる。それによれば，共通する支援内容と

して「教育（研修）の重要性」「チームと

して成果を挙げること，総意を大切にして

いく（チームワーク）こと」があった。そ

して，そのためには，孤独にさせないこ

と，チームプレイを上手く進めるために

WEB カメラの使用，定期的なスタッフ訪
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問が行われていた。また，多くの人が働け

るように作業工程の細分化や在宅で簡単に

入力できるソフトを開発している事業所が

あった。また，精神障害者の在宅就労の考

えとしては，障害名ではなく職業的な課題

特性を見る必要があることが指摘されてい

た。次に，在宅就労に向かない人として，

「情報支援・人支援が多く必要な人」が挙

げられた。一方，在宅就労に必要な能力と

しては，「一定のコミュニケーション力」

「理解力（知的能力）」「自己管理が出来て

いること」「主治医との関係が築けている

こと」が挙げられた。 

 

２．海外における研究動向 

２－１．検索結果 

 データベース検索の結果，366 件の文献

が抽出された。そのうち，最終的な抽出数

は 20 件であった。検索結果を表 1に示

す。そこに，ハンドサーチにより抽出した

文献を加え，内容を精査し整理した。 

 

２－２．研究動向 

（１）テレワークとメンタルヘルス 

テレワークについては，障害のない労働

者においてメンタルヘルスを悪化させる可

能性が報告されている。そのため，障害特

性とテレワークの適性を検討する際に，テ

レワークのネガティブな側面についても把

握しておく必要がある。Liu et al (2021)

は，COVID-19 感染拡大中の労働者のテレ

ワークについて，メンタルヘルスへの悪影

響の可能性を指摘している。たとえば，障

害のない労働者においてテレワーク中に誘

発される心理的症状として，ストレス，心

配，不眠症，苦痛，倦怠感，不安，うつ病

等が報告されている（Delfino et al, 2021・

Koch et al, 2021・Sutarto et al, 2021・Tan et 

al, 2020・Ho et al, 2020）。また，職場対策

の欠如（Tan et al, 2020・Ho et al, 2020），厳

格な管理制御と監視（Delfino et al, 2021），

ワークエンゲージメントの低下（Oksa et 

al, 2021），過度の仕事（Koch et al, 2021）

はメンタルヘルスを悪化させる可能性があ

る。一方，明確で包括的な職場ガイドライ

ンは，従業員の心理的苦痛を軽減すること

が報告されている（Sasaki et al, 2020）。 

（２）障害特性とテレワーク 

障害特性とテレワークについては，発達

障害を対象とした文献が多く，精神障害を

対象とした文献は今回の検索方法では見当

たらなかった。 

①発達障害 

Goldfarb et al (2021)によれば，COVID-19

感染拡大によりテレワークとなった自閉症

のある人では，メンタルヘルスの悪化が見

られた。また，仕事の心理的欲求の満足度

が減少していた。在宅勤務のメリットとし

ては，「通勤時間が減ること」「感覚的環境

を自分でコントロールできること」が報告

された。一方，デメリットとしては，「イ

ンターネット接続に問題があると仕事にな

らないこと」，「上司や同僚とのコミュニケ

ーションが取りにくいこと」「家ではやる

ことが出てきて集中できないこと」「新し

い知識を学ぶのが難しいこと」「仕事と家

庭の切り分けが難しいこと」が報告され

た。 

McNaughton et al (2014)は，自閉症を含む

音声によるコミュニケーションが困難な人

で，音声発生装置，コミュニケーションボ

ード，サインなどの「拡張・代替コミュニ

ケーション技術（AAC）」を使用して働い

ている人にテレワークについて調査した。

それによれば，テレワークのメリットは

「移動時間の短縮による作業効率の向上」

「柔軟なスケジュール管理」「同僚とのコ

ミュニケーションの円滑化」であった。一

方，テレワークのデメリットは，「孤立

感」「技術的・設備的な問題」「自宅で仕事

をする難しさ」であった。 

デメリットへの対処として，「孤立感」

に対しては，「ネットワークの積極的な構

築」「雇用主が多様なコミュニケーション
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の機会を開発するため積極的に役割を果た

すこと」「従業員が AAC 使用者の個人の役

割とコミュニケーション方法を理解するこ

と」「定期的な顔を会わせたミーティン

グ」「定期的なフィードバック」が挙げら

れた。「技術的・設備的な問題」に対して

は，「必要な機器の入手」が挙げられた。

「自宅で仕事をする難しさ」に対しては，

「仕事のスケジュールを決めてそれを守る

こと」「自宅と職場を明確に区別するこ

と」が挙げられた。また，AAC 使用者の

雇用機会に必要なものとしては，「IT リテ

ラシースキル」「高校時代の移行プログラ

ム」「自己擁護のセルフアドボガシースキ

ル」が挙げられた。 

Tang（2021）は，障害者のテレワーク時

のビデオ通話，画面共有，共同編集につい

て調査した。対象者の障害種別は，視覚障

害，聴覚障害，肢体不自由，ニューロダイ

バーシティ（この研究では自閉症スペクト

ラム，注意欠陥多動性障害（以下，

ADHD），ディスレクシア，トゥレット症

候群），慢性疾患者あった。本報告では，

このうちニューロダイバーシティの人の結

果を取り上げる。調査の結果，テレワーク

の満足度は高かった。また，テレワークへ

の移行で最も増加したのはビデオ通話によ

る会議だった。ニューロダイバーシティの

人の課題は次のように整理された。 

（ア）自閉症スペクトラムでは，ビデオ通

話の会議は，注意を持続したり，視覚と聴

覚の表現を管理するのに余計な認知作業が

必要であった。そのため，会議で共有する

ビデオとオーディオの量を管理することが

推奨されていた。 

（イ）ADHD とトゥレット障害では，画面

共有で，タスクを切り替えるのが難しかっ

た。そのため，気が散ったり，共有に集中

していてチャットウィンドウなどに注意を

払っていない場合があった。 

（ウ）ニューロダイバーシティの人は，共

同編集で，視覚的またプロセスが複雑にな

ることで，認知的努力が必要で，負担にな

ることがあった。 

Das et al (2021)は，ニューロダイバーシ

ティ（この研究では自閉症スペクトラム障

害， ADHD，学習障害，心理社会的障

害）の人のテレワークについて調査した。

その結果，ニューロダイバーシティの人が

テレワークで感じている課題と課題への対

策は次のように整理された。 

（ア）外部刺激に対する注意散漫と注意抑

制の管理のため，自宅のワークスペースの

構築が必要である。ニューロダイバーシテ

ィの人にとって，自宅勤務は自分のワーク

スペースを管理できるメリットがある一方

で，自宅には感覚的な刺激や気が散る要因

がある。具体的な要因は，「騒音や邪魔が

入る」「仕事以外の興味や趣味が同じ空間

にある」であった。 

（イ）仮想ワークスペースにおける注意散

漫への対処が必要である。ニューロダイバ

ーシティの人は遠隔会議中に会話から注意

がそれがちなため，気が散る要因に対処す

る必要がある。具体的な要因は，「他の会

議参加者の背景や背景音」「仮想背景の不

自然さ」「アプリケーションの通知」であ

った。それらへの対策としては，「ビデオ

をオンにする」「自分のビデオ画像を付箋

で隠す」「会議の相手にカメラを切っても

らう」「仮想背景をかける」「タイマーや時

計を自分の周辺に置く」があった。また，

組織が行う対策として，通知を削減するた

めのアクセス可能なガイドラインの必要性

が提案された。具体的には，「注意が必要

でない人にはメッセージのタグを付けな

い」「全体へのメンションは絶対に必要で

ない限り最小限に抑えること」であった。 

（ウ）「会議の議題，目標，期待すること

を事前に共有すること」「会議中にアジェ

ンダ項目に従うこと」「会議後に議事録や

録画を共有すること」が重要である。ニュ

ーロダイバーシティの人は，認知の柔軟性
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に課題があるため，注意が散漫になった

後，会議に注意を戻すことが困難である。

対策としては，「もう一度質問を繰り返し

てほしいとインタビュアーに頼む」「チャ

ットメッセージをチェックして参考にした

り，ダイレクトメッセージで会議に参加し

ている誰かに要約のために連絡を取る」が

あった。組織が行う対策としては，注意力

管理に関する組織の規範を見直し，不注意

で注意が散漫になった後に素早く要約する

ことを要求することを標準化することや，

同僚がニューロダイバーシティの人の再集

中の必要性に留意し支援する必要が提案さ

れた。また，遠隔コミュニケーションツー

ルに「素早い要約のリクエスト」機能を追

加することが提案されていた。 

（エ）会議で質問，発言するための順番待

ちの課題に対処する必要がある。ニューロ

ダイバーシティの人には，「会議中は，い

つ質問していいのか，いつ質問してはいけ

ないのかがわかりにくい」「いつが自分の

発言の番なのか全く分からない」という課

題があった。対策としては，「「挙手」機能

を使って，質問したいことがあることを示

す」「チャットで自分の考えを伝える」が

あった。遠隔の会議では，「進行役を指定

すること」が提案されていた。 

（３）遠隔での治療・介入 

就労場面ではないが，コンピューターや

電話を使用した遠隔でのコミュニケーショ

ンとの親和性という点で，遠隔での治療や

介入の知見が参考となる。 

①発達障害 

Palmer et al (2010)は，ADHD の子どもと

若者のための遠隔精神医療についてレビュ

ーした。それによれば，遠隔精神医療プロ

グラムは，医療センター，地域精神保健セ

ンター，デイケアセンター，診療所等で成

功していた。そのことは，遠隔精神医療が

実行可能で，受け入れられていることを示

している。そして，遠隔精神医療の家族や

若者の満足度は高かった。さらに，うつ病

の子どもを対象としたビデオ会議を通じた

遠隔精神医療の効果が報告されていた 

(Nelson et al , 2003)。 

Adams et al (2022)は，自閉症患者への遠

隔医療について医師を対象に調査を行っ

た。その中で，遠隔医療の課題として多く

挙げられたのは，「技術的な問題」「技術の

使いやすさ」「コンピューターリテラシ

ー」「作業上の連携や内容の網羅性」であ

った。その課題への対策としては，「チー

ムとして資源・ツール・知識を共有する」

「対面式やハイブリッド式で提供する」が

提案された。一方，遠隔医療のメリットと

して，「構造化および視覚教材の資料」「遠

隔配信が特定のニーズを満たすこと」が挙

げられた。遠隔配信の有用性を低下させる

と考えられる特性は，「学習，コミュニケ

ーション，認知関連の能力」であった。一

方，遠隔配信の有用性を高めると考えられ

る特性は，「技術的親和性」「若年者である

こと」「支援者がいること」「オンライン教

育への慣れ」「高い知性」が挙げられた。 

②精神障害 

Bee et al (2008)は，遠隔での心理療法の

効果についてメタ分析を行った。その結

果，電話，インターネット，ビデオ会議で

の心理療法は，うつ病と不安関連障害で一

定の効果がある可能性が示された。 

Lawes-Wickwar et al (2018)は，精神疾患

患者の遠隔医療についてシステマティック

レビューを行った。その結果，電話による

サポートや，コンピューターを利用した認

知リハビリテーションは効果が確認され

た。Medalia et al (2021)は，統合失調症患者

の認知矯正療法の対面と遠隔介入のハイブ

リッド型について報告した。医師と統合失

調症患者の両方が，課題として「技術への

アクセス」を挙げたが，「医師のサポート

が利用できる可能性」は肯定的な影響を与

えた。Mendelson et al (2022)は，統合失調

症スペクトラム障害の遠隔での集団療法に

ついて報告し，プログラムの評価は肯定的
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なものであった。 

 

D.考察 

 結果の概要を表 2，3 に示す。 

１．テレワークとメンタルヘルス 

 本研究の結果から，テレワークが障害の

ない人のメンタルヘルスを悪化させる可能

性があることが示唆された（Delfino et al, 

2021・Koch et al, 2021・Sutarto et al, 2021・1 

Tan et al, 2020・Ho et al, 2020）。さらに，障

害者全般や自閉症のある人のメンタルヘル

スを悪化させる可能性も示唆された

（Goldfarb et al, 2021・山口ら，2021）。この

ことから，テレワークにおいては，障害のな

い人と比べ，より脆弱性が高いと考えられ

る障害者のメンタルヘルスの向上や維持に

留意する必要を示唆している。そして，その

ようなメンタルヘルスの維持のためには，

職場対策や職場ガイドラインの整備，厳格

な管理制御と監視の軽減，仕事の管理，ワー

クエンゲージメントの向上や維持が効果的

な可能性がある（Tan et al, 2020・Ho et al, 

2020・Delfino et al, 2021・Koch et al, 2021・

Oksa et al, 2021）。 

 

2．障害者のテレワーク 

 本研究の結果から，COVID-19 の影響に

より我が国においては，①障害者の生活面

でのオンライン化や就労場面でのテレワー

クが増加していること（山口ら，2021・パ

ーソルチャレンジ，2020b・障がい者総合

研究所，2021・国立障害者リハビリテーシ

ョンセンター，2021），②就労系障害福祉

サービス事業所の在宅でのサービスや訓練

のオンライン化が増加していること（PwC

コンサルティング合同会社，2021），③障

害者の雇用や健康状態にネガティブな影響

があったこと（山口ら，2021）が示唆され

た。 

そのような中，職業リハビリテーション

の支援者の 7 割以上が，オンラインの支援

や業務の可能性を感じており，また動画教

材へのニーズを持っていた。そのため，今

後は，テレワークを含むオンラインの支援

や業務の知見を蓄積し，その効果を検証し

ていくこと，オンラインで活用できる教材

の開発の取組を進めることが期待される。 

なお，就労系障害福祉サービス事業所の

提供した在宅サービスの主な利用者の障害

種別は，最も多かったのは精神障害であり

5 割近くであった。一方，発達障害は知的

障害，身体障害より低く約 1 割であった。

我が国のテレワークやその支援がこれまで

身体障害を中心に発展してきたことをふま

えると，COVID-19 の影響で急遽増加した

身体障害以外の障害について障害特性に配

慮した支援体制の充実が重要と考えられ

る。特に，在宅サービスで利用者の多かっ

た精神障害や，先行研究で課題が多く報告

されている発達障害についても研究や実践

を蓄積していく必要がある。 

 

3．障害特性とテレワークの適性 

 本研究の結果から，国内外において発達

障害者や精神障害者が，すでにテレワーク

で就業したり，就労系障害福祉サービスで

訓練，サービスを受けている実態が明らか

になった。また，就労場面ではないが，遠

隔での治療・介入では発達障害や精神障害

の障害特性のある人への効果が複数の研究

で報告されている。このことは，遠隔での

コミュニケーションとの親和性という点

で，発達障害や精神障害の障害特性があっ

てもテレワークに適合する可能性を示唆し

ている。すなわち，発達障害や精神障害の

障害特性自体はテレワークの除外基準には

ならず，個人の個別要因がテレワークの適

性の評価基準になると考えられる。 

 一方で，職業リハビリテーションの支援

者においては，発達障害者や精神障害者を

オンラインで就労支援をするのは難しいと
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考えている人が約 3 割，テレワークで発達

障害や精神障害の困難さの増加や，症状が

悪化すると考えている人が 4 割以上いるこ

とが明らかになった。したがって，そのよ

うな懸念を解消するため，今後，発達障害

者や精神障害者をオンラインで効果的に支

援する方法や，オンラインやテレワークの

適性と関わる個別要因を明らかにしていく

必要がある。 

 そして，そのような個別の要因について

は，障害名ではなく職業的な課題特性を見

ること，情報支援・人支援の必要の程度，

コミュニケーション力・理解力（知的能

力）・自己管理・主治医との関係性が基準

の 1 つとなる可能性がある（山岡，

2013）。すなわち，テレワークにおいても

通常の就労支援と共通する職業的な能力や

課題，環境の評価，必要な配慮の程度の評

価と調整等が重要となると考える。それら

を適切かつ効果的に行うためには，テレワ

ークの特性をふまえた実践の蓄積が必要で

あろう。 

 テレワークの特性をふまえた障害特性ご

との課題や支援については，国内外の知見

が参考となる。発達障害者では，自宅やビ

デオ通話会議の環境，ビデオ通話の会議で

の作業，画面共有，共同編集作業等は視覚

や音声の刺激が多かったり，複雑になるこ

とで，認知的負荷がかかり，処理に時間が

かかったり，困難であったりする可能性が

ある（国立障害者リハビリテーションセン

ター，2021・McNaughton et al, 2014・

Tang, 2021・Das et al, 2021）。そのような

テレワークの課題は，主に認知機能に関す

る課題であり，その課題の解消は，管理者

側の課題として対処が必要であろう（岡，

2021）。 

 

E.結論 

本研究により，我が国における障害者の

テレワークの実態と国内外の発達障害と精

神障害の障害特性とテレワークの関係の研

究動向や知見が明らかになった。COVID-

19 の影響で，障害者全般のテレワークが

増加したこと，また今後もテレワークが維

持される可能性をふまえると，今後，さら

に障害者のテレワークについて研究や実践

の蓄積が必要である。 

障害者のテレワークに関しては，メンタ

ルヘルスの悪化の可能性を考慮し，その向

上や維持のための取組が重要である。ま

た，障害特性とテレワークの適性に関して

は，障害名ではなく，テレワークの特性を

ふまえた職業的な能力や課題，環境の評

価，必要な配慮の程度の評価と調整等が重

要である。そして，テレワークの特性とし

て，自宅での作業やビデオ通話や各種の情

報通信技術の活用が考えられ，そのことは

特に発達障害者にとっては認知的負荷が多

くかかる可能性がある。そのため，それら

の認知的課題の解消のため，支援者を含む

管理側の対応が必要である。今後，そのた

めの知見の収集を進め，支援マニュアルの

作成や人材育成のための研修プログラムの

開発につなげることが期待される。 
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１．論文発表 
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表 1.海外文献の検索用語と検索結果 

検索の内容 検索用語 
検索

結果 

抽出

数 

1.障害者のテレワークと技術 

障害者のテレワークと 

技術に関するもの 

((Persons with Disability) OR (Persons with 

Disabilities)) AND ((Information 

communication technology) OR (Assistive 

technology) OR (Digital Technology)) AND 

((Telework) OR (Remote work)) 

20 件 3 件

2.障害特性とテレワーク 

障害者とテレワークに 

関するもの 

(Persons with Disabilities) AND ((Telework) 

OR (Remote work)) 
62 件 1 件 

精神障害とテレワークに関

するもの 

((Mental Disabilities) OR (Mental 

Disabilities) OR (Mental Disorders) OR 

(Mental Illness) OR (Mental Disease)) AND 

((Telework) OR (Remote work))* 

73 件 4 件

(Schizophrenia) AND ((Telework) OR 

(Remote work)) 
27 件 2 件

((Depression) OR (Mood Disorder) OR 

(Bipolar disorder)) AND ((Telework) OR 

(Remote work)) * 

35 件 1 件 

発達障害とテレワークに関

するもの 

((Developmental Disabilities) OR 

(Developmental Disability)) AND ((Telework)  

OR (Remote work))  

11 件 0 件

((Autism) OR (ASD)) AND ((Telework) OR 

(Remote work)) 
43 件 2 件

((ADHD) OR (Attention Deficit Hyperactivity 

Disorder)) AND ((Telework) OR (Remote 

work)) 

6 件 2 件

3.認知特性とテレワーク  

障害者の認知特性と 

テレワークに関するもの 

((Persons with Disability) OR (Persons with 

Disabilities)) AND ((Cognitive characteristic) 

OR (Cognitive function)) AND ((Telework) 

OR (Remote work)) 

1 件 0 件

精神障害の認知特性と 

テレワークに関するもの 

((Mental Disabilities) OR (Mental 

Disabilities) OR (Mental Disorders) OR 

(Mental Illness) OR (Mental Disease)) AND 

((Telework) OR (Remote work)) AND 

((Cognitive characteristic) OR (Cognitive 

function)) 

56 件 3 件

(Schizophrenia) AND ((Teamwork) OR 

(Remote work)) AND ((Cognitive 

characteristic) OR (Cognitive function)) 

8 件 2 件

((Depression) OR (Mood Disorder) OR 

(Bipolar disorder)) AND ((Telework) OR 

(Remote work)) AND ((Cognitive 

characteristic) OR (Cognitive function)) 

19 件 0 件

発達障害の認知特性と 

テレワークに関するもの 

((Developmental Disabilities) OR 

(Developmental Disability)) AND ((Telework) 

OR (Remote work)) AND ((Cognitive 

characteristic) OR (Cognitive function)) 

1 件 0 件

((Autism) OR (ASD)) AND ((Telework) OR 

(Remote work)) AND ((Cognitive 
3 件 0 件
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characteristic) OR (Cognitive function)) 

((ADHD) OR (Attention Deficit Hyperactivity 

Disorder)) AND ((Telework) OR (Remote 

work)) AND ((Cognitive characteristic) OR 

(Cognitive function)) 

1 件 0 件

合計 366

件 

20

件 

＊ 検索記事のタイプはメタアナリシス，システマティックレビュー，レビュー 
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表 2.国内の研究動向の概要 

障害種別 COVID-19 の影響 

障害全般 

＜職業リハビリテーションの利用者＞（山口ら，2021） 
■ネガティブな影響（非常に強いの割合） 
雇用継続 16％・収入 14％・健康状態 18％・就職活動 34％ 
■支援実践への影響（当てはまるの割合） 
健康状態 
対象者の心理的不調 72.9％・対象者の生活リズムの不調 72.6％ 
オンライン・テレワーク 
当事者との面談でビデオ通話やオンライン会議システムを利用 57.0％ 
＜就労系障害福祉サービス事業所の利用者＞ 
（PwC コンサルティング合同会社，2021） 
在宅サービス：COVID-19 以前 3.3％・以後 9.4％ 
在宅訓練：COVID-19 以前 20.6％・以後 57.9％ 
＜在宅サービスの利用者の主な障害種別＞（山尾ら，2021） 
精神障害 44.7％・知的障害 20.9％・身体障害 19.5％ 
・発達障害 9.0％・内部障害 0.6％ 
＜就業者＞ 
企業：テレワーク導入 27.3%（パーソルチャレンジ株式会社，2020a） 
障害者：テレワーク実施 51.6%（パーソルチャレンジ株式会社，2020b） 
・テレワーク実施 59％（障がい者総合研究所，2021） 

発達障害 
＜生活全般＞（国立障害者リハビリテーションセンター，2021） 
オンライン化：経験が約 8 割 

課題や支援内容 

障害全般 

＜職業リハビリテーション＞（山口ら，2021） 
■支援者の考え（同意できるの割合） 
テレワーク 
・遠隔地域の事業者とオンラインを活用した支援が容易になると思う 74.6％ 
・職業訓練指導でオンデマンド形式の動画教材があれば利用したいと思う 73.3％
・在宅就労としてオンライン業務の有効性は高いと思う 70.0％ 
障害特性 
・就労支援をオンラインでするのは難しいのは 

知的障害者 57.0％・高次脳機能障害者 43.0％・発達障害者 33.9％ 
・精神障害者 29.3％・身体障害者 13.3％ 
・在宅就労で発達障害などの特性による困難が増すと思う 48.8％ 
・在宅就労で精神障害などの症状が悪化すると思う 44.2％ 
・在宅勤務で通勤負担が減り，特に精神障害者や身体障害者には好都合だと思う

46.7％ 

発達障害 

＜生活全般＞（国立障害者リハビリテーションセンター，2021） 
オンライン化：困難を感じるが約 6 割以上 
困難の内容 
・発言のタイミング・気が散って相手の話に集中しにくい 
・3 人以上になると，誰が話をしているのかよくわからなくなる 
・話の理解に時間がかかる・画面に向かって話すこと自体に抵抗がある 

精神障害 

＜就労系障害福祉サービス事業所等＞（山岡，2013） 
支援の考え方 障害名ではなく職業的な課題特性を見る必要 
共通する支援内容 
・教育（研修）の重要性 
・チームとして成果を挙げること，総意を大切にしていくこと 
支援の工夫 
・WEB カメラの使用・定期的なスタッフ訪問 
・作業工程の細分化・在宅で簡単に入力できるソフトを開発 
適性 
・在宅就労に向かない人：情報支援・人支援が多く必要な人 
・在宅就労に必要な能力：一定のコミュニケーション力・理解力（知的能力）・自己管

理が出来ていること・主治医との関係が築けていること 
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表 3.海外の研究動向の概要 

障害種別 COVID-19 の影響 

障害の 
ない人 

＜メンタルヘルスの悪化＞ 
ストレス，心配，不眠症，苦痛，倦怠感，不安，うつ病等（Delfino et al, 2021・

Koch et al, 2021・Sutarto et al, 2021・1 Tan et al, 2020・Ho et 
al, 2020） 

＜メンタルヘルスを悪化させる可能性があるもの＞ 
・職場対策の欠如（Tan et al, 2020・Ho et al, 2020） 
・厳格な管理制御と監視（Delfino et al, 2021）・過度の仕事（Koch et al, 
2021） 
・ワークエンゲージメントの低下（Oksa et al, 2021） 
＜メンタルヘルスを軽減させる可能性があるもの＞ 
明確で包括的な職場ガイドライン（Sasaki et al, 2020） 

発達障害 

＜自閉症＞ 
メンタルヘルスの悪化（Goldfarb et al, 2021) 
＜自閉症を含む音声によるコミュニケーションが困難な人＞ 
（McNaughton et al, 2014） 
テレワークのデメリットと対処 
・孤立感に対し：ネットワークの積極的な構築・雇用主が多様なコミュニケーションの

機会を開発するため積極的に役割を果たすこと・従業員が AAC 使用者の個人
の役割とコミュニケーション方法を理解すること・定期的な顔を会わせたミーテ
ィング・定期的なフィードバック 

・技術的・設備的な問題に対し：必要な機器の入手 
・自宅で仕事をする難しさに対し：仕事のスケジュールを決めてそれを守ること・自

宅と職場を明確に区別すること 
AAC 使用者の雇用機会に必要なもの 
・IT リテラシースキル・高校時代の移行プログラム 
・自己擁護のセルフアドボガシースキル 

＜ニューロダイバーシティの人＞ 
・自閉症スペクトラム：ビデオ通話の会議で認知的負荷がかかる・対処としてビデオ

とオーディオの量を管理することが推奨 
・ADHD とトゥレット障害：画面共有のタスクの切り替えが困難 
・ニューロダイバーシティ：共同編集で認知的負荷がかかる 
（Tang, 2021） 

 
・自宅での外部刺激に対する注意の課題：自宅のワークスペースの構築 
・仮想ワークスペースにおける注意散漫の課題：要因に対処 
・認知の柔軟性に課題：会議の議題，目標，期待することを事前に共有すること，会

議中にアジェンダ項目に従うこと，会議後に筆記録や録画を共有することが重要
・会議で質問，発言するための順番待ちの課題：「挙手」機能の利用，共同進行役の

指定等 
（Das et al, 2021）  
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